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■ 投資口に関する諸手続きについて
投資口に関する諸手続き（住所及び氏名の変更、分配金振込口座の指定等）に関するお問い合わせ、手
続きに必要な書類のご請求等は、口座を開設されているお取引証券会社までご連絡ください。

■ 分配金について
分配金は「分配金領収証」をお近くのゆうちょ銀行全国本支店及び出張所並びに郵便局（銀行代理業
者）にお持ち頂くことでお受け取り頂けます。受取期間を過ぎた場合は、「分配金領収証」裏面にお受け
取り方法を指定し、みずほ信託銀行株式会社証券代行部へご郵送頂くか、同銀行の本支店窓口にてお
受け取りください。また、今後の分配金に関して、銀行口座及び郵便貯金口座（通常貯金口座）への振込
指定等のお手続きをご希望の方は、口座を開設されているお取引証券会社までご連絡ください。

投資主メモ

ウェブサイトのご案内

本投資法人の概要や投資戦略、分
配金情報等、最新の情報を掲載し
ております。 

決 算 期 日 毎年2月末日・8月末日
投資主総会 原則として2年に1回以上開催
同議決権行使投資主確定日 規約第15条に定める日

分配金支払確定基準日 毎年2月末日・8月末日
（分配金は支払確定基準日より3ヶ月以内にお支払いします。）

上場金融商品取引所 東京証券取引所（銘柄コード：3488）
公告掲載新聞 日本経済新聞

投資主名簿等管理人 東京都千代田区丸の内一丁目3番3号 
みずほ信託銀行株式会社

郵便物送付先・電話照会先
〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
電話0120-288-324（フリーダイヤル）
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『マイナンバー制度』のご案内

法令に定められたとおり、分配金等の支払調書には、投資主の皆様
のマイナンバーを記載し、税務署へ提出いたします。投資主の皆様
は、お取引の証券会社等へマイナンバーをお届出ください。

＊配当金に関する支払調書支払調書

マイナンバーのお届出に関するお問い合わせ先

市区町村から通知されたマイナンバーは、
税務関係のお手続きで必要となります。

● 証券口座にて投資口を管理されている投資主の皆様

お取引の証券会社までお問い合わせください。

● 証券会社とのお取引がない投資主の皆様

下記フリーダイヤルまでお問い合わせください。
みずほ信託銀行  証券代行部  フリーダイヤル 0120-288-324
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平素はザイマックス・リート投資法人に格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
本投資法人は、投資主の皆様のご支援のもと、この度、第8期（2022年2月期）の決算を無事迎える

ことができました。これもひとえに投資主の皆様のご支援の賜物と、心より感謝申し上げます。
第8期（2022年2月期）におきましては、スポンサーであるザイマックスグループとの協働により、上場後

初となる資産入替を実行し、含み益の一部を実現しました。また譲渡を2022年1月と2022年3月に分
けることで、2期にわたり投資主の皆様に還元することができました。新型コロナウイルス感染症の
再拡大による影響がある環境下での運営となりましたが、ザイマックスグループの不動産マネジメント力
を活用することで、オフィス及び商業施設の業績は堅調に推移し、軽微な影響にとどまりました。また
ESGへの配慮として既存保有オフィス全物件にて再生可能エネルギー100%電力への切替が完了しま
した。ホテルは、新型コロナウイルス感染症拡大の影響が残るものの、2021年9月より固定賃料が復活
し賃料収入の安定性が回復しました。

期初保有の15物件に資産入替により取得した「バロー勝川店（底地）」を加えた合計16物件（取得
価格合計372億円）の運営による業績は、営業収益1,611百万円、経常利益871百万円、当期
純利益870百万円となり、分配金は2022年1月開示予想である1口当たり3,877円を19円上回
る3,896円となりました。

第9期（2022年8月期）に入った2022年3月に、上場後初となる公募増資をおこない、オフィス2棟、住
宅（社員寮）1棟の3物件合計76億円を新たに取得し、資産規模は434億円へと拡大いたしました。引き
続き保有物件の安定運営に努めるとともに、戦略的な資産入替による含み益の顕在化、継続的な外部

マーケット動向と物件ポテ
ンシャルの見極めにより、
将 来 性 の 高いポートフォ
リオを構築

見極め力
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の 不 動 産マネジメント力
を、最大限活用

マネジメント力
による内部成長

ザイマックスグループの受
託実績を基盤とした、不動
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ソーシング力
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第8期決算ハイライト

投資主の皆様へ� 1
新規取得物件� 2
資産入替・ポートフォリオデータ� 3
ESGの取組み� 4
保有資産� 6

Ⅰ．資産運用報告� 8
Ⅱ．貸借対照表� 26
Ⅲ．損益計算書� 28
Ⅳ．投資主資本等変動計算書� 29
Ⅴ．注記表� 30

Ⅵ．金銭の分配に係る計算書� 43
Ⅶ．監査報告書� 44
Ⅷ．キャッシュ・フロー計算書（参考情報）� 46
財務状況� 48
投資主インフォメーション� 49

本投資法人は、
ザイマックスグループの有する不動産マネジメント力を活用した
適切なポートフォリオ運営をおこなうことにより、
不動産が持つ価値を最大限に引き出し、投資主価値の最大化を図ります。
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ザイマックスグループの不動産マネジメント力を活用した安定運用
ザイマックスグループが長期間蓄積した知見・ノウハウを活用した物件選定
ザイマックスグループの豊富な顧客基盤を活用したソーシング

基本理念

ザイマックスグループの事業基盤から生まれる「3つの力」
を活用し、長期的な視点に立った力強い成長を目指します。

円3,896第8期
確定分配金

（2022年2月期）

円3,867第9期
予想分配金

（2022年8月期）

円3,091第10期
予想分配金

（2023年2月期）

1口当たり分配金

百万円1,611営業収益

百万円870当期純利益

百万円871経常利益

百万円946営業利益

本投資法人の「3つの力」

Contents

成長の実現及びESGに配慮した運用の実行を進めて参ります。
本投資法人は、スポンサーであるザイマックスグループと一体

となり、本投資法人の特徴である「3つの力」、即ち、不動産の
価値を正確に分析する「見極め力」、不動産価値を向上すべく
実行する「マネジメント力」、よりよい不動産を見つけてくる「ソー
シング力」を十分に活用することで不動産が持つ本来の価値を
最大限に引き出し、投資主価値の最大化を目指して参ります。

投資主の皆様におかれましては今後とも末永くご指導ご支援
のほどよろしくお願い申し上げます。

株式会社ザイマックス不動産投資顧問  
代表取締役社長 金光 正太郎
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※内訳は取得価格ベース

商業施設
29.5%

オフィス
58.3%

メインアセット
97.9%

その他  2.1%

ホテル  10.1%

資産入替（第８期）新規取得資産（第９期）

資産入替及び公募増資後のポートフォリオ（2022年3月31日時点）

取得価格 4,707百万円

鑑定評価額 4,910百万円

鑑定NOI利回り 4.2%

償却後鑑定NOI利回り 3.2%

所在地 北海道札幌市中央区大通西五丁目10番地

最寄駅 札幌市営地下鉄各線「大通」駅 徒歩1分

竣工時期 2020年９月

賃貸可能面積 3,106.42m2

稼働率 100.0%

オフィス供給量が限定的な札幌において、さっぽろ地下街出口から約
８0ｍと利便性が高く、視認性のあるオフィス。

ザイマックス札幌大通ビル

取得価格 2,003百万円

鑑定評価額 2,150百万円

鑑定NOI利回り 5.0％

償却後鑑定NOI利回り 4.5％

所在地 東京都江東区木場五丁目11番13号

最寄駅 東京メトロ東西線「木場」駅 徒歩1分

竣工時期 1992年10月

賃貸可能面積 2,587.13m2

稼働率 100.0%

最寄駅から徒歩１分のアクセス性の高い立地であり、高いテナント
粘着性を有するオフィス。

ザイマックス木場公園ビル

取得価格 901百万円

鑑定評価額 996百万円

鑑定NOI利回り 5.6％

償却後鑑定NOI利回り 5.1％

所在地 東京都江戸川区西葛西六丁目3番10号

最寄駅 東京メトロ東西線「西葛西」駅 徒歩4分

竣工時期 1986年6月

賃貸可能面積 2,044.18m2

稼働率 100.0%

2017年に大規模リニューアルを実施済みの上場企業の社員寮。

エルプレイス西葛西

公募増資により下記物件を取得しました。 ザイマックスグループとの協働により上場後初の資産入替を実行し、1口当たり分配金は大幅に向上見込み。

資産入替の目的・概要

用途別投資比率 エリア別投資比率

物件譲渡

ルネッサンス21千早

物件取得

バロー勝川店(底地)
(準共有持分50%)

償却後
NOI差額

資産規模及び
巡航分配可能利益を維持

百万円/年+10
1

概算 譲渡差額

含み益を顕在化させ
2期にわたり譲渡益を還元

百万円+531
2

概算 スポンサーの懇意先との間で長期
安定契約が締結された物件の取得

中長期的な収益の安定性向上3

107 
含み益※2（含み益率）

%99.9
稼働率

%5.5
NOI利回り（取得価格ベース）

※1 公募増資で取得した物件は2022年1月1日時点、既存物件は第8期末時点となります
※2 公募増資で取得した物件は鑑定評価額-取得価格、既存物件は鑑定評価額-第8期末日時点簿価で算出しています
※3 公募増資で取得した物件は鑑定NOI、既存物件については第8期実績を年換算した数値となります

物件18
物件数

億円434
資産規模（取得価格ベース）

億円547
鑑定評価額※1

（＋24.5%） ※3

※1 内訳は取得価格ベース
※2 千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区
※3 東京都（東京23区を除く）、神奈川県、埼玉県及び千葉県

東京圏
69.1%

東京経済圏※3

25.6%

東京23区
（都心5区
を除く）
9.3%

その他  7.5%

政令指定都市
23.4%

都心5区※2

34.2%

2 3

新規取得物件 資産入替・ポートフォリオデータ

 億円



社会への取組み Social

ガバナンスへの取組み Governance

フレックスタイム制・働く場所の多様化

エレベーター非常用
収納ボックスの設置

災害救援ベンダー
の導入

感染症対策の実施

資格取得の支援

本資産運用会社でのコンプライアンス教育

ダイバーシティの尊重

デジタルサイネージ
によるテナントへの
取組み

再生可能エネルギー100％電力の導入 

建物・設備改修による環境パフォーマンスの向上

以下の物件で環境認証を取得しており、引き続き、保有物件の環境・省エネ対策やエネルギー利用の効率化を推進していきます。

ESGに関して組織的・体系的に取組むことを目的に、本投資法人及び資産運用会社でESG方針・関連ポリシーの制定や
ESG推進体制の構築、従業員研修を実施しました。GRESB認証の取得を目指し、ESGの取組みを継続していきます。

西新橋、岩本町、新宿御苑、神谷町、東麻布、東上野、八王子、三田導入物件

評価ランク

ホテルビスタ
仙台

★★★

評価ランク

ザイマックス
東麻布ビル

★★

認証取得物件数 7物件

取得率
（延床面積ベース）

40.6%
(2022年3月末日時点)

評価ランク

Aランク
（大変良い）

オフィス8物件にてトラッキング付非化石証書を活用した再生可能エネルギー100％電力への切替が完了

環境認証の取得状況

テナント・地域社会への取組み

環境負荷低減にむけた取組み

資産運用会社における取組み

※�ザイマックス東麻布ビルはCASBEEと
BELSを取得

役職員の半数超が女性社員で構成されており、運用フロント／
ミドルバックを問わず、幅広い分野で女性社員が活躍しています。

役職員数 出産・育児休暇
取得者男性 女性 女性比 合計

2020年4月 13 23 63.9％ 36 1

2021年4月 15 19 55.9％ 34 1

2022年4月 14 19 57.6％ 33 0

本資産運用会社社員の資格合格状況（2022年4月1日現在）

宅地建物取引士 23名

不動産証券化協会認定マスター 9名

ビル経営管理士  6名

ザイマックス
岩本町ビル

ザイマックス
新宿御苑ビル

ザイマックス
東麻布ビル

ザイマックス
東上野ビル

ザイマックス
八王子ビル

ザイマックス
西新橋ビル

空 調 更 新 工 事を
計画的に実施して
います。

�共用部・専有部の
LED更 新 工 事 を
計画的に実施して
います。

�水力発電タイプの
自 動 水 栓を導 入
し、節水と省エネ
ルギー化を図って
います。

FIT電源など

バイオ
マス

太陽光

風 力

水 力

一定の資格取得時に、資格報奨金を授与する制度
を導入しています。

�四半期に1度以上の頻度で、コンプライアンス・オフィサー主催のコンプライアンス勉強会を実施しています。
資産運用に係るコンプライアンス知識の維持向上を図るとともに、本資産運用会社社員のコンプライアンス意識の
醸成を推進しています。

スポンサーによる本投資法人への出資割合
スポンサーが本投資法人の投資口を保有することで投資
家と利害を一致させ、投資主価値の向上を実現します。

※可決には外部委員及びコンプライアンス・オフィサーの出席と賛成が必須

上記以外の事項

⼀定額以上の⽀出など

不承認 否決 否決 否決

所管部門
による
起案

取締役会
による

審議・決議

リート投資委員会
による審議・決議※

リートコンプライアンス
委員会による審議・決議※

コンプライアンス・
オフィサー
による審査

稟議決裁

資産の取得・譲渡
利害関係⼈への管理業務委託など

電気供給事業者

トラッキング付
非化石証書等

CASBEE－不動産

BELS 取得状況

環境への取組み Environment

ESGの取組みの強化

スポンサーによる本投資法人の
投資口保有割合 5.0％

2022年（3月末時点）

投資家の利益に重大な影響を及ぼす事項につい
て、外部委員が参加する委員会を経る意思決定フ
ローとし、投資主の利益保護を図っています。
リートコンプライアンス委員会及びリート投資委員
会では、コンプライアンス・オフィサー及び外部委員
の出席と賛成が決議要件となっており、資産運用
会社による恣意的な運用を防止するガバナンス
体制が構築されています。

本資産運用会社の意思決定フロー
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ESGの取組み



ザ・パークハウス戸塚フロント（1階・2階商業部分）RT-05 商業施設
東京経済圏

取得価格 540百万円

所 在 地 神奈川県横浜市

アクセス JR・横浜市営地下鉄ブルーライン
「戸塚」駅 徒歩3分

延床面積※ 12,236.50m2

竣工年月 2018年5月

※‌�本建物は区分所有建物ですが、ザ・パークハウス戸塚フロント全体の建物の延床面積
を記載しています。

取得価格 668百万円

所 在 地 東京都港区

アクセス
都営地下鉄三田線他

「三田」駅 徒歩5分
JR「田町」駅 徒歩7分

延床面積 799.78m2

竣工年月 1991年5月

ザイマックス三田ビルOF-08 オフィス
都心5区

取得価格 790百万円

所 在 地 神奈川県川崎市

アクセス JR「鹿島田」駅・「矢向」駅 
徒歩15分

延床面積 2,596.80m2

竣工年月 1997年1月

ライフ川崎御幸店RT-02 商業施設
東京経済圏

取得価格 2,600百万円

所 在 地 東京都八王子市

アクセス
京王電鉄京王線

「京王八王子」駅 徒歩4分
JR「八王子」駅 徒歩5分

延床面積 7,404.81m2

竣工年月 1993年1月

ザイマックス八王子ビルOF-07 オフィス
東京経済圏

取得価格 1,065百万円

所 在 地 大阪府堺市

アクセス JR阪和線「鳳」駅 
徒歩12分

延床面積 3,358.26m2

竣工年月 1996年12月

ライフ福泉店RT-04 商業施設
政令指定都市

※‌�本建物は区分所有建物ですが、ヴィータ聖蹟桜ヶ丘全体の建物の延床面積を記載
しています。

取得価格 3,100百万円

所 在 地 東京都多摩市

アクセス 京王電鉄京王線
「聖蹟桜ヶ丘」駅 直結

延床面積※ 62,849.56m2

竣工年月 1999年9月

ヴィータ聖蹟桜ヶ丘RT-03 商業施設
東京経済圏

※‌�本建物は区分所有建物ですが、ミューザ川崎全体の建物の延床面積を記載しています。

取得価格 4,100百万円

所 在 地 神奈川県川崎市

アクセス JR「川崎」駅 直結

延床面積※ 108,955.90m2

竣工年月 2004年1月

ミューザ川崎RT-01 商業施設
東京経済圏

取得価格 4,400百万円

所 在 地 宮城県仙台市

アクセス
JR「仙台」駅 徒歩4分
仙台市地下鉄東西線

「宮城野通」駅 徒歩1分

延床面積 6,977.47m2

竣工年月 2016年3月

ホテルビスタ仙台HT-01 ホテル
政令指定都市

第9期取得資産第9期取得資産

第8期取得資産

取得価格 5,020百万円

所 在 地 東京都新宿区

アクセス 東京メトロ丸ノ内線
「新宿御苑前」駅 徒歩2分

延床面積 6,084.32m2

竣工年月 2001年2月

ザイマックス新宿御苑ビルOF-03 オフィス
都心5区

取得価格 2,500百万円

所 在 地 東京都港区

アクセス

都営地下鉄三田線
「内幸町」駅 徒歩3分
JR・東京メトロ銀座線

「新橋」駅 徒歩6分　他

延床面積 2,517.50m2

竣工年月 2000年8月

ザイマックス西新橋ビルOF-01 オフィス
都心5区

取得価格 4,707百万円

所 在 地 北海道札幌市

アクセス
札幌市営地下鉄
南北線・東西線・東豊線

「大通」駅 徒歩1分

延床面積 4,270.89m2

竣工年月 2020年9月

ザイマックス札幌大通ビルOF-09 オフィス
政令指定都市

取得価格 3,245百万円

所 在 地 愛知県春日井市

アクセス JR中央本線
「勝川」駅 徒歩7分

延床面積 –

竣工年月 –

バロー勝川店（底地）RT-06 商業施設
その他

取得価格 1,550百万円

所 在 地 東京都港区

アクセス

都営地下鉄大江戸線
「赤羽橋」駅 徒歩5分
東京メトロ日比谷線

「神谷町」駅 徒歩7分

延床面積 2,570.13m2

竣工年月 1999年11月

ザイマックス東麻布ビルOF-05 オフィス
都心5区

取得価格 880百万円

所 在 地 東京都港区

アクセス 東京メトロ日比谷線
「神谷町」駅 徒歩1分

延床面積 1,356.51m2

竣工年月 1991年4月

ザイマックス神谷町ビルOF-04 オフィス
都心5区

取得価格 4,250百万円

所 在 地 東京都千代田区

アクセス 都営地下鉄新宿線
「岩本町」駅 徒歩3分

延床面積 6,261.06m2

竣工年月 2001年3月

ザイマックス岩本町ビルOF-02 オフィス
都心5区

取得価格 2,003百万円

所 在 地 東京都江東区

アクセス 東京メトロ東西線
「木場」駅 徒歩1分

延床面積 2,995.81m2

竣工年月 1992年10月

ザイマックス木場公園ビルOF-10 オフィス
東京経済圏

第9期取得資産

取得価格 901百万円

所 在 地 東京都江戸川区

アクセス 東京メトロ東西線
「西葛西」駅 徒歩4分

延床面積 2,044.18m2

竣工年月 1986年6月

エルプレイス西葛西OT-02 その他
東京経済圏

取得価格 1,150百万円

所 在 地 東京都台東区

アクセス
東京メトロ日比谷線

「仲御徒町」駅 徒歩3分
JR「御徒町」駅 徒歩4分　他

延床面積 1,942.54m2

竣工年月 1999年4月

ザイマックス東上野ビルOF-06 オフィス
東京23区

ポートフォリオマップはこちらよりご覧いただけます。
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資産運用の概況

(2) 当期の資産の運用の経過
①投資法人の主な推移

本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号。その後の改正を含みます。）
（以下「投信法」といいます。）に基づき、株式会社ザイマックス不動産投資顧問（以下「本資産運用会社」と
いいます。）を設立企画人として、2017年9月14日に出資金300百万円（3,000口）で設立され、2017年10
月31日に関東財務局への登録が完了しました（登録番号 関東財務局長 第131号）。その後、本投資法人は、
2018年2月14日を払込期日として公募による新投資口（209,905口）の発行を行い、2018年2月15日に株式
会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）不動産投資信託証券市場（銘柄コード3488）に
上場しました。また、2018年3月20日には、第三者割当による新投資口の発行（10,495口）を実施しました。

これらにより、当期末日現在での発行済投資口の総口数は223,400口となっています。
本投資法人は、ザイマックスグループ（注1）の有する不動産マネジメント（注2）力を活用した適切なポー

トフォリオ運営を行うことにより、不動産が持つ価値を最大限に引き出し、投資主価値の最大化を図ります。
(注1) 「ザイマックスグループ」とは、株式会社ザイマックス並びにその連結子会社及び持分法適用関連会社により構成される企業集団をいいます。以下同

じです。
(注2) 「不動産マネジメント」とは、プロパティマネジメント、総合ビルメンテナンス業務並びにプロパティマネジメント及び総合ビルメンテナンス業務の

複合受託業務（サブリースを受託する場合に当該業務を受託する場合を含みます。）を総称していいます。以下同じです。

②運用環境
当期における経済環境について、新型コロナウイルス感染症拡大が落ち着きを見せ、経済活動再開に伴う個人

消費の回復の影響もあり、2021年10～12月期の実質GDP成長率は1.1％の増加（年率4.6％の増加）となりま
した。また、金融市場については、日本銀行が公表している「貸出先別貸出金」によれば、2021年12月末時点
での総貸出残高は547兆円、不動産向けの貸出残高は91.3兆円と、非常に高い水準で推移しています。各国の金
利上昇の動きやウクライナ情勢、新型コロナウイルス感染症の今後の感染状況等によるJ-REIT市場への影響が翌
期以降も懸念されるため、資本市場及び金融市場の動向を引き続き注視していく必要があると考えています。

このような環境下で、本投資法人が主として投資対象とするオフィス、商業施設及びホテルの各市場並びに不
動産売買市場においては、以下の動きが見られます。

オフィスについては、株式会社ザイマックス不動産総合研究所が公表している「オフィスマーケットレポート 
東京 2021Q4」（注）によれば、2021年第４四半期の東京23区の空室率は、前四半期比0.17ポイント増加し
3.58％となっています。空室率は７四半期連続で上昇したものの、空室率の上昇の度合いが緩やかになってきて
います。また、オーナーによる一定の賃料減額やフリーレント付与がテナント誘致に寄与し、現テナントの解約
予告から後続テナントが決まるまでの時間が短くなってきているなどの動きも見られました。

商業施設については、経済産業省の商業動態統計によると、2021年第４四半期の小売業販売額は前年同四半
期比1.3％の増加となりました。日常必需品の販売を主としているスーパーマーケットやドラッグストアの販売
額は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響下においても引き続き堅調に推移しています。また、総務省統計局
のサービス産業動向調査によると、飲食店の売上高は前年同四半期比で7.0％の減少となっており、本格的な回
復にはまだ時間がかかるものと考えられます。

ホテルについては、観光庁の宿泊旅行統計調査によると、2021年下半期（７～12月）の延べ宿泊者数は前年
同期比4.2％の増加となりました。新型コロナウイルス感染症による国内外の人の移動の制限と制限の緩和は一
進一退の状況が続いていますが、本投資法人が所有しているホテルビスタ仙台が存する宮城県などGo Toトラベ
ルキャンペーンが実施されていた2020年下半期と比べ、2021年下半期は延べ宿泊者数が増加している地域もあ
り、少しずつ回復の兆しが見られます。

不動産売買市場については、良好な資金調達環境や海外投資家の旺盛な需要が継続していることを背景に、不
動産市場は活況であり、不動産価格は高値圏で推移しています。
(注) 調査結果の詳細については、株式会社ザイマックス不動産総合研究所のホームページ（https://soken.xymax.co.jp/）をご参照ください。

③運用状況
当期末日現在において本投資法人が保有する物件は16物件となっています。取得価格の合計は37,208百万

円、総賃貸可能面積は82,725.73㎡、総賃貸面積は82,335.25㎡となりました。当期末日現在における稼働率は
99.5％となりました。
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資産運用の概況

1 資産運用の概況

期　別
第4期

自　2019年 9 月 1 日
至　2020年 2 月29日

第5期
自　2020年 3 月 1 日
至　2020年 8 月31日

第6期
自　2020年 9 月 1 日
至　2021年 2 月28日

第7期
自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

第8期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

営業収益 (百万円) 1,343 1,364 1,293 1,305 1,611
うち不動産賃貸事業収益 (百万円) 1,343 1,364 1,293 1,305 1,392

営業費用 (百万円) 619 592 576 604 664
うち不動産賃貸事業費用 (百万円) 500 469 456 481 490

営業利益 (百万円) 724 771 716 701 946
経常利益 (百万円) 672 725 651 648 871
当期純利益 (百万円) 671 724 650 647 870
総資産額 (百万円) 36,587 36,716 37,636 38,971 41,249
(対前期比) (％) △0.1 0.4 2.5 3.5 5.8
純資産額 (百万円) 23,257 23,310 23,236 23,233 23,456
(対前期比) (％) △0.0 0.2 △0.3 △0.0 1.0
有利子負債額 (百万円) 11,680 11,680 12,780 14,050 15,700
出資総額 (百万円) 22,585 22,585 22,585 22,585 22,585
発行済投資口の総口数 (口) 223,400 223,400 223,400 223,400 223,400
1口当たり純資産額 (円) 104,107 104,342 104,011 104,000 104,996
分配金総額 (百万円) 671 724 650 647 870

うち利益分配金総額 (百万円) 671 724 650 647 870
うち利益超過分配金総額 (百万円) － － － － －

1口当たり分配金 (円) 3,007 3,242 2,911 2,900 3,896
うち1口当たり利益分配金 (円) 3,007 3,242 2,911 2,900 3,896
うち1口当たり利益超過分配金 (円) － － － － －

総資産経常利益率（注4） (％) 1.8 2.0 1.8 1.7 2.2
(年換算値) (％) 3.7 3.9 3.5 3.4 4.4
自己資本利益率（注4） (％) 2.9 3.1 2.8 2.8 3.7
(年換算値) (％) 5.8 6.2 5.6 5.5 7.5
自己資本比率（注4） (％) 63.6 63.5 61.7 59.6 56.9
(対前期増減) 0.0 △0.1 △1.8 △2.1 △2.7
配当性向（注4） (％) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
【その他参考情報】
当期運用日数 (日) 182 184 181 184 181
期末投資物件数 (件) 12 12 13 15 16
減価償却費 (百万円) 124 129 134 137 142
資本的支出額 (百万円) 131 144 72 302 54
賃貸NOI（Net Operating Income）（注4） (百万円) 967 1,024 971 960 1,043
FFO（Funds from Operation）（注4） (百万円) 796 853 785 784 793
1口当たりFFO（注4） (円) 3,565 3,820 3,514 3,513 3,549
期末総資産有利子負債比率（LTV）（注4） (％) 31.9 31.8 34.0 36.1 38.1

総資産経常利益率 経常利益÷｛（期首総資産額＋期末総資産額）÷2｝×100
自己資本利益率 当期純利益÷｛（期首純資産額＋期末純資産額）÷2｝×100
自己資本比率 期末純資産額÷期末総資産額×100
配当性向 1口当たり分配金（利益超過分を含まない）÷1口当たり当期純利益×100
賃貸NOI（Net Operating Income） 不動産賃貸事業収益－不動産賃貸事業費用＋減価償却費
FFO（Funds from Operation） 当期純利益＋減価償却費－不動産等売却損益
1口当たりFFO FFO÷発行済投資口の総口数
期末総資産有利子負債比率（LTV） 有利子負債額÷期末総資産額×100

(1) 投資法人の運用状況等の推移

(注1) 本投資法人の営業期間は、毎年3月1日から8月末日まで及び9月1日から翌年2月末日までの各6か月間です。
(注2) 営業収益等には消費税等は含まれていません。
(注3) 特に記載のない限り、いずれの金額についても単位未満を切り捨て、また、いずれの比率についても小数第2位を四捨五入して記載しています。
(注4) 以下の算定式により算出しています。
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資産運用の概況

期　別
第4期

自　2019年 9 月 1 日
至　2020年 2 月29日

第5期
自　2020年 3 月 1 日
至　2020年 8 月31日

第6期
自　2020年 9 月 1 日
至　2021年 2 月28日

第7期
自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

第8期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

当期未処分利益総額 (千円) 671,911 724,336 650,410 647,952 870,452
利益留保額 (千円) 147 73 92 92 86
金銭の分配金総額 (千円) 671,763 724,262 650,317 647,860 870,366
(1口当たり分配金) (円) (3,007) (3,242) (2,911) (2,900) (3,896)
うち利益分配金総額 (千円) 671,763 724,262 650,317 647,860 870,366
(1口当たり利益分配金) (円) (3,007) (3,242) (2,911) (2,900) (3,896)
うち出資払戻総額 (千円) － － － － －
(1口当たり出資払戻額) (円) (－) (－) (－) (－) (－)
出資払戻総額のうち一時差異等
調整引当額からの分配金総額 (千円) － － － － －

(1口当たり出資払戻額のうち1口当
たり一時差異等調整引当額分配金) (円) (－) (－) (－) (－) (－)

出資払戻総額のうち税法上の出
資等減少分配からの分配金総額 (千円) － － － － －

(1口当たり出資払戻額のうち税法上
の出資等減少分配からの分配金) (円) (－) (－) (－) (－) (－)

(4) 分配金等の実績
当期の分配金は、税制の特例（租税特別措置法第67条の15）の適用により、利益分配金の最大額が損金算入

されることを企図して、投資口1口当たりの分配金が1円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分
配することとし、この結果、投資口1口当たりの分配金は3,896円となりました。

(5) 今後の運用方針及び対処すべき課題
①外部成長戦略

不動産マネジメントの顧客基盤を通じた幅広い不動産売却ニーズの捕捉
本投資法人は、スポンサーである株式会社ザイマックスとのスポンサー・サポート契約に基づき、ザイマッ

クスグループの顧客基盤から得られる不動産売却ニーズを捕捉し、本投資法人の物件取得機会に繋げることを
目指します。

②内部成長戦略
ザイマックスグループの不動産マネジメントの知見・ノウハウ及びネットワークの活用

本投資法人は、スポンサー・サポート契約に基づき、ザイマックスグループから、各種不動産マネジメント
に関する知見・ノウハウの提供を受けております。これにより、本投資法人は、ザイマックスグループの不動
産マネジメントの知見・ノウハウ、データベース、管理システム及び私募ファンドの運用経験等を活かした安
定的かつ効率的な運用を行います。

③財務戦略
安定性及び健全性を重視した財務運営及びLTVコントロール

本投資法人は、中長期的に安定した収益の確保と運用資産の規模の着実な成長及び運用の安定性を考慮し、
安定性及び健全性を重視し、かつ、資金調達の機動性を確保する財務戦略を実行していきます。

11

Ⅰ．資産運用報告

2022/04/27 23:01:08 / 21842241_ザイマックス・リート投資法人_資産運用報告

資産運用の概況

年月日 摘　要
発行済投資口の総口数（口） 出資総額（千円）

備　考
増　減 残　高 増　減 残　高

2017年 9 月14日 私募設立 3,000 3,000 300,000 300,000 （注1）
2018年 2 月14日 公募増資 209,905 212,905 21,224,544 21,524,544 （注2）
2018年 3 月20日 第三者割当増資 10,495 223,400 1,061,201 22,585,746 （注3）

期　別
第4期

自　2019年 9 月 1 日
至　2020年 2 月29日

第5期
自　2020年 3 月 1 日
至　2020年 8 月31日

第6期
自　2020年 9 月 1 日
至　2021年 2 月28日

第7期
自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

第8期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

最　高 141,400円 123,900円 113,600円 128,600円 128,200円
最　低 121,000円 72,400円 84,700円 104,400円 110,200円

④資金調達の状況
（エクイティ・ファイナンス）
　当期は、新投資口の発行による資金調達を実施していません。当期末日現在における出資総額は、22,585
百万円となっています。
（デット・ファイナンス）
　当期は、2022年１月31日に返済期限が到来した短期借入金1,770百万円及び長期借入金3,088百万円につ
いての借り換えを実施したほか、新規物件取得資金等の一部に充当するため、1,650百万円の新規借入れを実
施しました。
　この結果、当期末日現在における借入金残高は15,700百万円となっています。

⑤業績の概要
当期の業績は、営業収益1,611百万円、営業利益946百万円、経常利益871百万円、当期純利益870百万円と

なりました。
当期の分配金については、本投資法人の規約に定める分配の方針に基づき、投資法人の税制の特例（租税特別

措置法（昭和32年法律第26号、その後の改正を含みます。）第67条の15）を適用し、当期未処分利益のうち発
行済投資口の総口数223,400口の整数倍の最大値である870,366,400円を分配することとしています。この結
果、投資口１口当たりの分配金は3,896円となりました。

(3) 増資等の状況
本投資法人の設立以降当期末日までの発行済投資口の総口数及び出資総額の増減は以下のとおりです。

(注1) 1口当たり発行価額100,000円にて本投資法人が設立されました。
(注2) 1口当たり発行価格105,000円（発行価額101,115円）にて、新規物件の取得資金の調達を目的として公募により新投資口を発行しました。
(注3) 1口当たり発行価額101,115円にて、SMBC日興証券株式会社を割当先とする新投資口の発行を行いました。

【投資口の取引所価格の推移】
本投資法人の投資口が上場する東京証券取引所不動産投資信託証券市場における期別の最高・最低価格（終

値）は以下のとおりです。
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区分
（注1） 借入先 借入金額

(百万円) 利率 借入
実行日 借入方法 返済期限

(注2)
返済
方法 担保

短期 株式会社みずほ銀行 345

基準金利に
0.150%を
加えた利率
(注3)(注4)

2022年
３月２日

左記借入先
を貸付人と
する金銭消
費貸借契約
に基づく借

入れ

2023年
１月31日

期限
一括
返済

無担保
無保証

長期

株式会社みずほ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社りそな銀行

950
0.37500%
(固定金利)

(注4)

2024年
１月31日

株式会社広島銀行 200

基準金利に
0.350%を
加えた利率
(注3)(注4)

2025年
１月31日

株式会社みずほ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社三菱UFJ銀行
株式会社りそな銀行

1,200
0.49500%
(固定金利)

(注4)

2025年
１月31日

株式会社みずほ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社三菱UFJ銀行
株式会社あおぞら銀行
株式会社南都銀行

1,400
0.62000%
(固定金利)

(注4)

2026年
１月31日

株式会社みずほ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社三菱UFJ銀行
株式会社あおぞら銀行
株式会社南都銀行
株式会社関西みらい銀行

1,250
0.74750%
(固定金利)

(注4)

2027年
１月31日

合　計 5,345 － － － － －

分類 物件番号
(注1) 物件名称 所在地 譲渡年月日 譲渡先 譲渡価格

（百万円）(注２)
その他

（住宅） OT-01 ルネッサンス
21千早

福岡県
福岡市

①2022年1月31日
②2022年3月31日

日本都市 ファ
ンド投資法人

①1,640（準共有持分50％）
②1,640（準共有持分50％）

（Ｂ）資金の借入れについて
　本投資法人は、2022年３月２日に取得した資産の取得資金及び関連諸費用の支払資金の一部に充当す
るため、以下のとおり資金の借入れを行いました。

(注1) 「短期」とは、借入実行日から返済期限までが1年以下の借入れをいい、「長期」とは、借入実行日から返済期限までが1年超の借入れをいいま
す。

(注2) 返済期限は、同日が営業日でない場合は翌営業日とし、当該日が翌月となる場合には直前の営業日とします。
(注3) 基準金利は、各利息期間について、借入実行日又は当該利息期間の末日の2営業日前の時点における一般社団法人全銀協TIBOR運営機関が公表する

全銀協1か月日本円TIBORとなります。但し、当該利息期間に対応するレートの表示がない場合には、契約書に定められた方法に基づき算定される
基 準 金 利 と な り ま す 。 全 銀 協1 か 月 日 本 円TIBOR に つ い て は 、 一 般 社 団 法 人 全 銀 協TIBOR 運 営 機 関 の ホ ー ム ペ ー ジ
（https://www.jbatibor.or.jp/）でご確認ください。

(注4) 利払期日は、2022年3月31日を初回とし、以降毎月末日及び元本弁済日（同日が営業日でない場合は翌営業日とし、当該日が翌月となる場合には
直前の営業日）です。

(注5) 上記借入実行後、返済期限までの間に、本投資法人が事前に書面で通知する等、一定の条件が成就した場合、本投資法人は、借入金の一部又は全部
を期限前弁済することが可能です。

（Ｃ）資産の譲渡について
　本投資法人は、以下の国内不動産信託受益権を譲渡しました。

(注1) 「物件番号」は、各用途のタイプに応じて、物件毎に符号及び番号を付したものです。各符号について、OFはオフィスを、RTは商業施設を、HT
はホテルを、OTはその他をそれぞれ表します。

(注2) 「譲渡価格」は、譲渡資産に係る売買契約に記載された譲渡資産の売買代金（消費税及び地方消費税並びに譲渡費用、固定資産税・都市計画税の精
算額等の諸費用を含みません。）を、百万円未満を切り捨てて記載しています。
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発行新投資口数 25,000口
発行価格 1口当たり113,024円
発行価格の総額 2,825,600,000円
発行価額 1口当たり108,734円
発行価額の総額 2,718,350,000円
払込期日 2022年3月1日
分配金起算日 2022年3月1日

発行新投資口数 1,250口
発行価額 1口当たり108,734円
発行価額の総額 135,917,500円
払込期日 2022年3月28日
分配金起算日 2022年3月1日
割当先 SMBC日興証券株式会社

分類 物件番号
(注1) 物件名称 所在地 取得

年月日 取得先
取得価格
(百万円)
(注2)

鑑定評価額
(百万円)
(注3)

オフィス OF-09 ザイマックス
札幌大通ビル

北海道
札幌市

2022年
3月2日 非開示 4,707 4,910

オフィス OF-10 ザイマックス
木場公園ビル

東京都
江東区

2022年
3月2日 非開示 2,003 2,150

その他
（住宅） OT-02 エルプレイス

西葛󠄁󠄁西
東京都

江戸川区
2022年
3月2日

日本国土開発
株式会社 901 996

合計 7,611 8,056

(6) 決算後に生じた重要な事実
新投資口の発行

本投資法人は、2022年2月10日開催の役員会において、2022年3月2日に取得した資産の取得資金の一部
等に充当することを目的として、以下のとおり新投資口の発行を決議しました。公募による新投資口発行につ
いては2022年3月1日に、第三者割当による新投資口発行については2022年3月28日にそれぞれ払込が完了
しています。この結果、2022年3月28日現在、出資総額は25,440,013,500円、発行済投資口の総口数は
249,650口となっています。

（公募による新投資口発行）

（第三者割当による新投資口発行）

（参考情報）
（Ａ）資産の取得について

　本投資法人は、以下の資産を取得しました。

(注1) 「物件番号」は、各用途のタイプに応じて、物件毎に符号及び番号を付したものです。各符号について、OFはオフィスを、RTは商業施設を、HT
はホテルを、OTはその他をそれぞれ表します。

(注2) 「取得価格」は、取得資産に係る各売買契約に記載された取得資産の売買代金（消費税及び地方消費税並びに媒介手数料等の諸費用を含みませ
ん。）を、百万円未満を切り捨てて記載しています。

(注3) 「鑑定評価額」は、2022年1月1日を価格時点とする不動産鑑定評価書に記載された評価額を記載しています。なお、鑑定評価については、ザイマ
ックス札幌大通ビル及びザイマックス木場公園ビルは一般財団法人日本不動産研究所に、エルプレイス西葛󠄁󠄁西は株式会社谷澤総合鑑定所に、それぞ
れ委託しています。
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被保険者の範囲 保険契約の内容の概要

執行役員及び
監督役員

（填補の対象とされる保険事故の概要）
被保険者がその地位に基づき行った行為に起因して損害賠償請求がなされたことによ
り、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が填補されることになります。

（保険料の負担割合）
本保険契約には投資主代表訴訟に係る保険特約が付されており、保険料については本投
資法人の負担としています。

（職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置）
犯罪行為又は法令に違反することを認識しながら行った行為等に係る被保険者の被る損
害等は補償の対象外としています。

委託区分 名　称
資産運用会社 株式会社ザイマックス不動産投資顧問
資産保管会社 みずほ信託銀行株式会社
一般事務受託者（投資主名簿等管理、機関運営事務） みずほ信託銀行株式会社
一般事務受託者（会計事務等） 令和アカウンティング・ホールディングス株式会社
一般事務受託者（納税事務） 税理士法人令和会計社

(4) 役員等賠償責任保険契約に関する事項
本投資法人が締結する役員等賠償責任保険契約は以下のとおりです。

(5) 資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者
当期末日現在における資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者は以下のとおりです。

3 投資法人の運用資産の状況

資産の種類 用　途 地　域
(注1)

第7期
（2021年8月31日現在）

第8期
（2022年2月28日現在）

保有総額
（百万円）
(注2)

対総資産比率
（％）(注3)

保有総額
（百万円）
(注2)

対総資産比率
（％）(注3)

不動産 商業施設 東京経済圏 549 1.4 546 1.3
不動産合計 549 1.4 546 1.3

信託不動産

オフィス
都心5区 15,133 38.8 15,120 36.7
東京23区 1,170 3.0 1,170 2.8
東京経済圏 2,671 6.9 2,665 6.5

商業施設
東京経済圏 8,300 21.3 8,277 20.1
政令指定都市 1,081 2.8 1,079 2.6
その他 － － 3,289 8.0

ホテル 政令指定都市 4,255 10.9 4,234 10.3
その他 政令指定都市 2,748 7.1 1,364 3.3

信託不動産合計 35,360 90.7 37,200 90.2
預金・その他の資産(注4) 3,060 7.9 3,502 8.5

資産総額 38,971 100.0 41,249 100.0

(1) 投資法人の資産の構成
当期末日現在における本投資法人の資産の構成は、以下のとおりです。
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2 投資法人の概況

期　別 第4期
（2020年2月29日）

第5期
（2020年8月31日）

第6期
（2021年2月28日）

第7期
（2021年8月31日）

第8期
（2022年2月28日）

発行可能投資口総口数 (口) 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000
発行済投資口の総口数 (口) 223,400 223,400 223,400 223,400 223,400
出資総額 (百万円) 22,585 22,585 22,585 22,585 22,585
投資主数 (名) 4,318 6,138 6,575 6,886 8,543

氏名又は名称 所有投資口数
（口）

発行済投資口の
総口数に対する
所有投資口数の割合
（注）（％）

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 28,708 12.85
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 28,097 12.57
株式会社ザイマックス 12,500 5.59
株式会社日本カストディ銀行（証券投資信託口） 10,260 4.59
野村信託銀行株式会社（投信口） 8,419 3.76
BNP-PARIBAS SECURITIES SERVICES FRANKFURT 
BRANCH/JASDEC/GERMAN RESIDENTS-AIFM 7,533 3.37

金塚　孝助 5,593 2.50
株式会社あおぞら銀行 4,309 1.92
日本国土開発株式会社 3,000 1.34
JPLLC-CL JPY 3,000 1.34

合　計 111,419 49.87

役職名 氏名又は名称 主な兼職等
当該営業期間に
おける役職毎の
報酬の総額
（千円）

執行役員 金光　正太郎 株式会社ザイマックス不動産投資顧問
代表取締役社長 －

監督役員

栗林　康幸 シティユーワ法律事務所 弁護士 1,200

石渡　朋徳

東京共同会計事務所 公認会計士、
不動産鑑定士、
特定非営利活動法人日本不動産カウンセラ
ー協会 監事

1,200

会計監査人 EY新日本有限責任監査法人 － 7,450

(1) 出資の状況

(2) 投資口に関する事項
当期末日現在の投資主のうち、保有する投資口の比率が高い上位10名は以下のとおりです。

(注) 小数第3位以下を切り捨てて表示しています。

(3) 役員等に関する事項
①当期における執行役員、監督役員及び会計監査人は以下のとおりです。

(注1) 執行役員及び監督役員は、いずれも本投資法人の投資口を自己又は他人の名義で所有していません。また、監督役員は上記以外の他の法人の役員であ
る場合がありますが、上記を含めいずれも本投資法人と利害関係はありません。

(注2) 執行役員及び監督役員については当期において支給した額、会計監査人については当期の監査に係る報酬として支払うべき額を記載しています。
(注3) 執行役員は、本投資法人から報酬を受け取っていません。

②会計監査人の解任及び不再任の決定の方針
会計監査人の解任については、投信法第105条第1項各号のいずれかに該当すると認められた場合にこれを行

い、また、不再任については、監査の質及び監査報酬の額等諸般の事情を総合的に勘案し、本投資法人の役員会
において検討します。
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用途 不動産等の名称 所在地 所有形態
賃貸可能
面積
（㎡）
(注1)

帳簿価額
（百万円）

期末算定
価額

（百万円）
(注2)

オ
フ
ィ
ス

ザイマックス西新橋ビル 東京都港区 信託受益権 1,897.92 2,516 3,290
ザイマックス岩本町ビル 東京都千代田区 信託受益権 4,152.40 4,378 5,930
ザイマックス新宿御苑ビル 東京都新宿区 信託受益権 4,792.21 5,058 7,600
ザイマックス神谷町ビル 東京都港区 信託受益権 1,205.27 890 1,270
ザイマックス東麻布ビル 東京都港区 信託受益権 2,015.97 1,597 1,990
ザイマックス東上野ビル 東京都台東区 信託受益権 1,735.29 1,170 1,660
ザイマックス八王子ビル 東京都八王子市 信託受益権 5,556.05 2,665 3,580
ザイマックス三田ビル 東京都港区 信託受益権 741.41 678 736

小　計 22,096.52 18,955 26,056

商
業
施
設

ミューザ川崎 神奈川県川崎市 信託受益権 3,703.88 4,065 5,480
ライフ川崎御幸店 神奈川県川崎市 信託受益権 2,677.54 793 978
ヴィータ聖蹟桜ヶ丘 東京都多摩市 信託受益権 27,610.61 3,417 3,870
ライフ福泉店 大阪府堺市 信託受益権 3,309.29 1,079 1,090
ザ・パークハウス
戸塚フロント
（1階・2階商業部分）

神奈川県横浜市 不動産 861.60 546 624

バロー勝川店（底地） 愛知県春日井市 信託受益権 10,254.55 3,289 3,330
小　計 48,417.47 13,192 15,372

ホ
テ
ル

ホテルビスタ仙台 宮城県仙台市
信託受益権及
びホテルに付
随する動産

7,066.25 4,234 5,280

小　計 7,066.25 4,234 5,280
そ
の
他

ルネッサンス21千早 福岡県福岡市 信託受益権 5,145.49 1,364 1,640
小　計 5,145.49 1,364 1,640

合　計 82,725.73 37,746 48,348

(3) 不動産等組入資産明細
当期末日現在における本投資法人が保有する資産の概要は以下のとおりです。

(注1) 「賃貸可能面積」は、当期末日現在における各不動産等に関する賃貸借契約及び賃貸借契約に添付される建物図面等に基づく賃貸面積と、空室部分の
建物図面等に基づく面積の合計を記載しています。

(注2) 「期末算定価額」は、本投資法人の規約に定める資産評価の方法及び基準並びに一般社団法人投資信託協会の定める規則に基づき、不動産鑑定士によ
る2022年2月28日を価格時点とする鑑定評価額を記載しています。

17

Ⅰ．資産運用報告

2022/04/27 23:01:08 / 21842241_ザイマックス・リート投資法人_資産運用報告

投資法人の概況、投資法人の運用資産の状況、保有不動産の資本的支出

不動産等の名称 帳簿価額
（百万円）

賃貸可能
面積

（㎡）(注1)

賃貸面積
（㎡）
(注2)

稼働率
（％）
(注3)

対総不動産
賃貸事業
収益比率
（％）
(注4)

主たる用途

ザイマックス新宿御苑ビル 5,058 4,792.21 4,792.21 100.0 13.5 オフィス
ザイマックス岩本町ビル 4,378 4,152.40 4,084.33 98.4 9.6 オフィス

ホテルビスタ仙台 4,234 7,066.25 7,066.25 100.0 非開示
(注5) ホテル

ミューザ川崎 4,065 3,703.88 3,703.88 100.0 12.3 商業施設

ヴィータ聖蹟桜ヶ丘 3,417 27,610.61 27,610.61 100.0 非開示
(注5) 商業施設

バロー勝川店（底地）
(注6) 3,289 10,254.55 10,254.55 100.0 非開示

(注5) 商業施設

ザイマックス八王子ビル 2,665 5,556.05 5,556.05 100.0 8.7 オフィス
ザイマックス西新橋ビル 2,516 1,897.92 1,897.92 100.0 5.9 オフィス
ザイマックス東麻布ビル 1,597 2,015.97 1,763.97 87.5 3.3 オフィス
ルネッサンス21千早
(注7) 1,364 5,145.49 5,075.08 98.6 7.4 その他

合　計 32,588 72,195.33 71,804.85 99.5 非開示
(注5)

(注1) 「都心5区」とは、東京都のうち千代田区、中央区、港区、新宿区及び渋谷区をいいます。
「東京23区」には「都心5区」を含みません。
「東京経済圏」とは、「都心5区」「東京23区」を除く東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県をいいます。

(注2) 「保有総額」は、各期末日現在における貸借対照表計上額（不動産及び信託不動産については、減価償却後の帳簿価額）によっており、百万円未満を
切り捨てて記載しています。なお、用途がホテルである信託不動産の保有総額には、ホテルに付随する動産の帳簿価額を含みます。

(注3) 「対総資産比率」については、小数第2位を四捨五入して記載しています。
(注4) 「預金・その他の資産」は、信託建設仮勘定の金額を含みます。

(2) 主要な保有資産
当期末日現在における本投資法人の主要な保有資産（期末帳簿価額上位10物件）の概要は以下のとおりで

す。

(注1) 「賃貸可能面積」は、当期末日現在における各不動産等に関する賃貸借契約及び賃貸借契約に添付される建物図面等に基づく賃貸面積と、空室部分の
建物図面等に基づく面積の合計を記載しています。

(注2) 「賃貸面積」は、当期末日現在における各不動産等に関する賃貸借契約及び賃貸借契約に添付される建物図面等に基づく賃貸面積の合計を記載してい
ます。

(注3) 「稼働率」は、当期末日現在における各不動産等に係る賃貸可能面積に対する賃貸面積が占める割合を、小数第2位を四捨五入して記載しています。
(注4) 「対総不動産賃貸事業収益比率」の算出にあたっては、小数第2位を四捨五入して記載しています。
(注5) 賃借人からの開示の承諾が得られていないため、やむを得ない事情により非開示としています。
(注6) 「バロー勝川店（底地）」は、当期末日現在で本投資法人が保有する不動産信託受益権の準共有持分50％に係る数値を記載しています。以下同じで

す。
(注7) 「ルネッサンス21千早」は、当期末日現在で本投資法人が保有する不動産信託受益権の準共有持分50％に係る数値を記載しています。なお、本投資

法人は、2022年3月31日付で当該信託受益権の残りの準共有持分50％を譲渡しています。以下同じです。
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区　分 デリバティブ取引の
種類等

契約額等（千円）（注1）
時　価

うち1年超

市場取引以外の取引 金利スワップ取引
（変動受取・固定支払） 630,000 630,000 (注2)

(4) 特定取引の契約額等及び時価の状況表
当期末日現在、本投資法人における特定取引の契約額等及び時価の状況は、以下のとおりです。

(注1) 金利スワップ取引の契約額等は想定元本に基づいて記載しています。
(注2) 金融商品会計基準上の特例処理の要件を満たしているため、時価の記載を省略しています。

(5) その他資産の状況
当期末日現在、前記「(3) 不動産等組入資産明細」に記載のもの以外に本投資法人が投資対象とする特定資産

の組入はありません。

(6) 国及び地域毎の資産保有状況
日本以外の国及び地域について、該当事項はありません。

4 保有不動産の資本的支出

不動産等の名称 所在地 目　的 予定期間
工事予定金額（千円）

総　額 当期
支払額

既支出
総額

ザイマックス岩本町ビル 東京都
千代田区 空調更新工事 自2022年7月

至2022年7月 47,660 － －

ヴィータ聖蹟桜ヶ丘 東京都
多摩市

駐車場A（施設棟）に係
る2022年度改修工事

自2022年7月
至2022年7月 54,335 － －

(1) 資本的支出の予定
　本投資法人が当期末日現在保有する資産に関し、現在計画されている改修工事等に伴う資本的支出の予定額の
うち主要なものは以下のとおりです。なお、下記工事予定金額には、会計上費用に区分処理される部分が含まれ
る場合があります。

(2) 期中の資本的支出
　本投資法人が当期末日現在保有する資産に関して、当期に行った資本的支出に該当する工事は54,488千円で
あり、当期費用に区分された修繕費28,881千円と合わせて、合計83,370千円の工事を実施しています。なお、
保有資産において当期に行った主要な資本的支出に該当する工事はありません。

(3) 長期修繕計画のために積立てた金銭
　該当事項はありません。

19

Ⅰ．資産運用報告

2022/04/27 23:01:08 / 21842241_ザイマックス・リート投資法人_資産運用報告

投資法人の概況、投資法人の運用資産の状況、保有不動産の資本的支出

用途 不動産等の名称

第7期（2021年3月1日～2021年8月31日） 第8期（2021年9月1日～2022年2月28日）

テナント数
（期末時点）
(注1)

稼働率
（期末時点）
（％）(注2)

賃貸事業収益
（期間中）

（百万円）(注3)

対総不動産
賃貸事業
収益比率
（％）(注4)

テナント数
（期末時点）
(注1)

稼働率
（期末時点）
（％）(注2)

賃貸事業収益
（期間中）

（百万円）(注3)

対総不動産
賃貸事業
収益比率
（％）(注4)

オ
フ
ィ
ス

ザイマックス西新橋ビル 8 100.0 77 5.9 8 100.0 81 5.9
ザイマックス岩本町ビル 13 92.1 138 10.6 13 98.4 133 9.6
ザイマックス新宿御苑ビル 6 100.0 186 14.3 6 100.0 188 13.5
ザイマックス神谷町ビル 7 100.0 41 3.2 7 100.0 42 3.1
ザイマックス東麻布ビル 5 87.5 44 3.4 5 87.5 46 3.3
ザイマックス東上野ビル 8 100.0 49 3.8 8 100.0 49 3.5
ザイマックス八王子ビル 23 91.0 138 10.6 23 100.0 121 8.7
ザイマックス三田ビル 8 79.4 5 0.4 10 100.0 18 1.3

小　計 78 94.4 682 52.3 80 98.6 681 49.0

商
業
施
設

ミューザ川崎 18 100.0 171 13.1 18 100.0 171 12.3

ライフ川崎御幸店 1 100.0 非開示
(注5)

非開示
(注5) 1 100.0 非開示

(注5)
非開示
(注5)

ヴィータ聖蹟桜ヶ丘 1 100.0 非開示
(注5)

非開示
(注5) 1 100.0 非開示

(注5)
非開示
(注5)

ライフ福泉店 1 100.0 非開示
(注5)

非開示
(注5) 1 100.0 非開示

(注5)
非開示
(注5)

ザ・パークハウス
戸塚フロント
（1階・2階商業部
分）

5 100.0 8 0.7 5 100.0 25 1.9

バロー勝川店（底地）
(注6) － － － － 1 100.0 非開示

(注5)
非開示
(注5)

小　計 26 100.0 457 35.1 27 100.0 486 35.0

ホ
テ
ル

ホテルビスタ仙台 1 100.0 非開示
(注5)

非開示
(注5) 1 100.0 非開示

(注5)
非開示
(注5)

小　計 1 100.0 非開示
(注5)

非開示
(注5) 1 100.0 非開示

(注5)
非開示
(注5)

そ
の
他

ルネッサンス21千早
(注7) 138 96.5 110 8.5 139 98.6 103 7.4

小　計 138 96.5 110 8.5 139 98.6 103 7.4
合　計 243 97.9 1,305 100.0 247 99.5 1,392 100.0

本投資法人が保有する不動産等の賃貸状況は次のとおりです。

(注1) 「テナント数」は、各期末日現在における各不動産等において締結されている各賃貸借契約上のテナント数を記載しています。当該物件につきパス・
スルー型のマスターリース契約が締結されている場合には、エンドテナントの総数を記載しています。

(注2) 「稼働率」は、各期末日現在における各不動産等に係る賃貸可能面積に対する賃貸面積が占める割合を小数第2位を四捨五入して記載しています。
(注3) 「賃貸事業収益」は、賃料収入、共益費収入、駐車場収入等、当期中に保有不動産から生じた収益（その他賃貸事業収入を含みます。）の合計金額

を、単位未満を切り捨てて記載しています。
(注4) 「対総不動産賃貸事業収益比率」の算出にあたっては、小数第2位を四捨五入して記載しています。
(注5) 賃借人からの開示の承諾が得られていないため、やむを得ない事情により非開示としています。
(注6) 「バロー勝川店（底地）」は、2022年1月31日付で信託受益権の準共有持分50％を取得しました。
(注7) 「ルネッサンス21千早」は、2022年1月31日付で信託受益権の準共有持分50％を譲渡し、2022年3月31日付で当該信託受益権の残りの準共有持分

50％を譲渡しています。
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区分 借入先 借入日
当期首
残高
(百万円)

当期末
残高
(百万円)

平均利率
(注1)
(％)

返済
期限

返済
方法 使途 摘要

１
年
内
返
済
予
定
の
長
期
借
入
金

株式会社みずほ銀行 2020年
1月31日 152 － 0.33137 2022年

1月31日 期限一括 (注2)

無担保
無保証

株式会社りそな銀行 2020年
1月31日 240 － 0.33137 2022年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社新生銀行 2020年
1月31日 160 － 0.33137 2022年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社千葉銀行 2020年
1月31日 100 － 0.33137 2022年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社肥後銀行 2020年
1月31日 100 － 0.33137 2022年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社みずほ銀行 2018年
2月16日 － 482 0.85434 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社三井住友銀行 2018年
2月16日 － 430 0.85434 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社三菱UFJ銀行 2018年
2月16日 － 310 0.78039 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社西日本シティ銀行 2018年
2月16日 － 200 0.85434 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社福岡銀行 2018年
2月16日 － 200 0.85434 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社りそな銀行 2018年
2月16日 － 130 0.85434 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社広島銀行 2018年
2月16日 － 100 0.85434 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社新生銀行 2018年
2月16日 － 84 0.85434 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社あおぞら銀行 2018年
2月16日 － 100 0.85434 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

富国生命保険相互会社 2018年
2月16日 － 300 0.85434 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社三菱UFJ銀行 2019年
1月31日 － 310 0.65606 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社三菱UFJ銀行 2021年
1月29日 － 150 0.33042 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

小　計 3,088 2,796

長
期
借
入
金

株式会社みずほ銀行 2018年
2月16日 482 － 0.85434 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 2018年
2月16日 430 － 0.85434 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社三菱UFJ銀行 2018年
2月16日 310 － 0.78039 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社西日本シティ銀行 2018年
2月16日 200 － 0.85434 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社福岡銀行 2018年
2月16日 200 － 0.85434 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社りそな銀行 2018年
2月16日 130 － 0.85434 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社広島銀行 2018年
2月16日 100 － 0.85434 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社新生銀行 2018年
2月16日 84 － 0.85434 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社あおぞら銀行 2018年
2月16日 100 － 0.85434 2023年

1月31日 期限一括 (注2)
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5 費用・負債の状況

項　目
第7期

自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

第8期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

資産運用報酬(注) 76,297 113,258
資産保管手数料 876 1,056
一般事務委託手数料 10,074 11,437
役員報酬 2,400 2,400
その他営業費用 32,768 45,834

合　計 122,417 173,987

区分 借入先 借入日
当期首
残高

(百万円)

当期末
残高

(百万円)

平均利率
(注1)
(％)

返済
期限

返済
方法 使途 摘要

短
期
借
入
金

株式会社みずほ銀行 2021年
1月29日 230 － 0.23137 2022年

1月31日 期限一括 (注2)

無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 2021年
1月29日 170 － 0.23137 2022年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社千葉銀行 2021年
1月29日 100 － 0.23137 2022年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社みずほ銀行 2021年
7月1日 1,270 － 0.23137 2022年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社みずほ銀行 2022年
1月31日 － 1,100 0.22545 2022年

3月31日 期限一括 (注2)

小　計 1,770 1,100

１
年
内
返
済
予
定
の
長
期
借
入
金

株式会社みずほ銀行 2018年
2月16日 682 － 0.73065 2022年

1月31日 期限一括 (注2)

無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 2018年
2月16日 430 － 0.73065 2022年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社三菱UFJ銀行 2018年
2月16日 310 － 0.60436 2022年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社西日本シティ銀行 2018年
2月16日 200 － 0.73065 2022年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社福岡銀行 2018年
2月16日 200 － 0.73065 2022年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社りそな銀行 2018年
2月16日 130 － 0.73065 2022年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社広島銀行 2018年
2月16日 200 － 0.73065 2022年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社新生銀行 2018年
2月16日 84 － 0.73065 2022年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社あおぞら銀行 2018年
2月16日 100 － 0.73065 2022年

1月31日 期限一括 (注2)

(1) 運用等に係る費用明細
（単位：千円）

(注) 資産運用報酬には上記記載の金額のほか、第7期に不動産等の取得原価に算入した物件取得に係る運用報酬が9,380千円、第8期に不動産等の取得原価
に算入した物件取得に係る運用報酬が32,450千円あります。

(2) 借入状況
　当期末日現在における借入金の状況は以下のとおりです。
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費用・負債の状況、期中の売買状況、経理の状況、その他

区分 借入先 借入日
当期首
残高
(百万円)

当期末
残高
(百万円)

平均利率
(注1)
(％)

返済
期限

返済
方法 使途 摘要

長
期
借
入
金

株式会社みずほ銀行 2021年
1月29日 450 450 0.64509 2026年

1月30日 期限一括 (注2)

無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 2021年
1月29日 200 200 0.64509 2026年

1月30日 期限一括 (注2)

株式会社あおぞら銀行 2021年
1月29日 200 200 0.64509 2026年

1月30日 期限一括 (注2)

株式会社肥後銀行 2021年
1月29日 200 200 0.64509 2026年

1月30日 期限一括 (注2)

株式会社みずほ銀行 2022年
1月31日 － 382 0.42545 2025年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社りそな銀行 2022年
1月31日 － 240 0.42545 2025年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社新生銀行 2022年
1月31日 － 160 0.42545 2025年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社千葉銀行 2022年
1月31日 － 200 0.42545 2025年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社みずほ銀行 2022年
1月31日 － 682 0.60875 2026年

1月30日 期限一括 (注2)

株式会社三井住友銀行 2022年
1月31日 － 600 0.60875 2026年

1月30日 期限一括 (注2)

株式会社三菱UFJ銀行 2022年
1月31日 － 310 0.60875 2026年

1月30日 期限一括 (注2)

株式会社西日本シティ銀行 2022年
1月31日 － 200 0.60875 2026年

1月30日 期限一括 (注2)

株式会社福岡銀行 2022年
1月31日 － 200 0.60875 2026年

1月30日 期限一括 (注2)

株式会社りそな銀行 2022年
1月31日 － 130 0.60875 2026年

1月30日 期限一括 (注2)

株式会社広島銀行 2022年
1月31日 － 200 0.60875 2026年

1月30日 期限一括 (注2)

株式会社新生銀行 2022年
1月31日 － 84 0.60875 2026年

1月30日 期限一括 (注2)

株式会社あおぞら銀行 2022年
1月31日 － 600 0.73375 2027年

1月29日 期限一括 (注2)

株式会社肥後銀行 2022年
1月31日 － 200 0.73375 2027年

1月29日 期限一括 (注2)

株式会社横浜銀行 2022年
1月31日 － 800 0.73375 2027年

1月29日 期限一括 (注2)

株式会社南都銀行 2022年
1月31日 － 300 0.73375 2027年

1月29日 期限一括 (注2)

株式会社関西みらい銀行 2022年
1月31日 － 120 0.73375 2027年

1月29日 期限一括 (注2)

小　計 9,192 11,804

合　計 14,050 15,700
(注1) 平均利率は期中加重平均利率を小数第6位を四捨五入して記載しています。
(注2) 資金使途は、不動産等の購入資金、借入金の借換資金及び運転資金等です。

(3) 投資法人債の状況
該当事項はありません。

(4) 短期投資法人債の状況
該当事項はありません。
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費用・負債の状況、期中の売買状況、経理の状況、その他

区分 借入先 借入日
当期首
残高
(百万円)

当期末
残高
(百万円)

平均利率
(注1)
(％)

返済
期限

返済
方法 使途 摘要

長
期
借
入
金

富国生命保険相互会社 2018年
2月16日 300 － 0.85434 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

無担保
無保証

株式会社三菱UFJ銀行 2019年
1月31日 310 － 0.65606 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社みずほ銀行 2019年
1月31日 352 352 0.77117 2024年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社三井住友銀行 2019年
1月31日 260 260 0.77117 2024年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社西日本シティ銀行 2019年
1月31日 200 200 0.77117 2024年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社福岡銀行 2019年
1月31日 200 200 0.77117 2024年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社みずほ銀行 2020年
1月31日 430 430 0.62445 2024年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社三井住友銀行 2020年
1月31日 430 430 0.62445 2024年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社三菱UFJ銀行 2020年
1月31日 310 310 0.62445 2024年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社西日本シティ銀行 2020年
1月31日 200 200 0.62445 2024年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社福岡銀行 2020年
1月31日 200 200 0.62445 2024年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社りそな銀行 2020年
1月31日 130 130 0.62445 2024年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社新生銀行 2020年
1月31日 84 84 0.62445 2024年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社三菱UFJ銀行 2021年
1月29日 150 － 0.33042 2023年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社福岡銀行 2021年
1月29日 200 200 0.44300 2024年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社りそな銀行 2021年
1月29日 130 130 0.44300 2024年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社広島銀行 2021年
1月29日 200 200 0.44300 2024年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社千葉銀行 2021年
1月29日 100 100 0.44300 2024年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社みずほ銀行 2021年
1月29日 382 382 0.53132 2025年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社三井住友銀行 2021年
1月29日 430 430 0.53132 2025年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社三菱UFJ銀行 2021年
1月29日 310 310 0.53132 2025年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社西日本シティ銀行 2021年
1月29日 200 200 0.53132 2025年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社りそな銀行 2021年
1月29日 130 130 0.53132 2025年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社新生銀行 2021年
1月29日 168 168 0.53132 2025年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社あおぞら銀行 2021年
1月29日 100 100 0.53132 2025年

1月31日 期限一括 (注2)

株式会社肥後銀行 2021年
1月29日 100 100 0.53132 2025年

1月31日 期限一括 (注2)

みずほ信託銀行株式会社 2021年
1月29日 100 100 0.53132 2025年

1月31日 期限一括 (注2)
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費用・負債の状況、期中の売買状況、経理の状況、その他

株式会社ザイマックス（注2） 47,660千円（修繕費等）
③その他利害関係人等への主な支払金額

(注1) 利害関係人等とは、投資信託及び投資法人に関する法律施行令第123条及び一般社団法人投資信託協会の投資信託及び投資法人に係る運用報告書等に
関する規則第26条第１項第27号に規定される本投資法人と資産運用委託契約を締結している資産運用会社の利害関係人等をいいます。

(注2) 株式会社ザイマックスと株式会社ザイマックスアルファは、効力発生日を2021年11月1日とし、株式会社ザイマックスを吸収合併存続会社とする吸
収合併を行っています。

(5) 資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等
本投資法人の資産運用会社である株式会社ザイマックス不動産投資顧問は、第二種金融商品取引業、宅地建物

取引業及び不動産特定共同事業を兼業していますが、該当する取引はありません。

7 経理の状況

(1) 資産、負債、元本及び損益の状況等
　後記「Ⅱ．貸借対照表」、「Ⅲ．損益計算書」、「Ⅳ．投資主資本等変動計算書」、「Ⅴ．注記表」及び
「Ⅵ．金銭の分配に係る計算書」をご参照ください。

(2) 減価償却額の算定方法の変更
　該当事項はありません。

(3) 不動産等及びインフラ資産等の評価方法の変更
　該当事項はありません。

8 その他

承認日 項目 概要

2022年2月10日 新投資口引受契約の締結

同日開催の役員会で承認された新投資口発行及び
投資口売出しについて、新投資口引受に関する一
般事務をSMBC日興証券株式会社、みずほ証券株
式会社及び野村證券株式会社に委託しました。

(1) お知らせ
①投資主総会
　該当事項はありません。

②投資法人役員会
　当期において、本投資法人の役員会で承認された主要な契約の締結・変更のうち主なものは以下のとおりで
す。

(2) 自社設定投資信託受益証券等の状況等
　該当事項はありません。

(3) 海外不動産保有法人及びその有する不動産の状況等
　該当事項はありません。

(4) 金額及び比率の端数処理
　本書では、特に記載のない限り、記載未満の数値について、金額は切り捨て、比率は四捨五入により記載して
います。

25

Ⅰ．資産運用報告

2022/04/27 23:01:08 / 21842241_ザイマックス・リート投資法人_資産運用報告

費用・負債の状況、期中の売買状況、経理の状況、その他

(5) 新投資口予約権の状況
該当事項はありません。

6 期中の売買状況

資産の
種類 不動産等の名称

取得 譲渡

取得年月日 取得価格
（百万円） 譲渡年月日 譲渡価格

（百万円）
帳簿価額
（百万円）

売却損益
（百万円）

信託受益権
バロー勝川店（底地） 2022年1月31日 3,245 － － － －

ルネッサンス21千早
(注2) － － 2022年1月31日 1,640 1,365 219

合　計 － 3,245 － 1,640 1,365 219

取得
又は譲渡 物件名

取得日
又は
譲渡日

取得価格
又は譲渡価格
（百万円）

鑑定評価額
（百万円） 鑑定評価機関 価格時点

取得 バロー勝川店（底地） 2022年
1月31日 3,245 3,330 株式会社谷澤総合鑑定所 2022年

1月1日

譲渡 ルネッサンス21千早
(注3)

2022年
1月31日 1,640 1,640 株式会社谷澤総合鑑定所 2021年

8月31日

区　分 支払手数料等総額
（千円）(A)

利害関係人等（注1）との取引内訳 総額に対する
割合
(B/A)支払先 支払金額

（千円）(B)

外注委託費 91,259
株式会社ザイマックス（注2） 68,444 75.0%
株式会社ザイマックス関西 600 0.7%

媒介報酬 49,230 株式会社ザイマックストラスト 49,230 100.0％

(1) 不動産等及び資産対応証券等、インフラ資産等及びインフラ関連資産の売買状況等

(注1)「取得価格」及び「譲渡価格」には、取得又は譲渡に要した諸経費、固定資産税、都市計画税、消費税及び地方消費税等は含んでいません。
(注2)「ルネッサンス21千早」の譲渡については、上記のほかに「その他売却費用」（54百万円）があり、「売却損益」にはこれらを反映した金額を記載し

ています。

(2) その他の資産の売買状況等
該当事項はありません。

(3) 特定資産の価格等の調査
①不動産等

(注1) 「取得価格又は譲渡価格」には、取得又は譲渡に要した諸経費、固定資産税、都市計画税、消費税及び地方消費税等は含んでいません。
(注2) 特定資産に係る不動産等の鑑定評価が必要な取引につきましては、上記不動産鑑定評価機関が「不動産鑑定評価基準　各論　第3章　証券化対象不動

産の価格に関する鑑定評価」に基づき実施しており、本投資法人は当該鑑定評価の結果の通知を受けています。
(注3) 「ルネッサンス21千早」の鑑定評価額については、当該物件全体に係る鑑定評価額に譲渡対象の信託受益権の準共有持分割合（50％）を乗じた金額

を記載しています。

②その他
該当事項はありません。

(4) 利害関係人等との取引状況
①取引状況

該当事項はありません。

②支払手数料等の金額
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貸借対照表

前　期（ご参考）
（2021年8月31日）

当　期
（2022年2月28日）

負債の部
流動負債

営業未払金 81,267 90,854
短期借入金 1,770,000 1,100,000
1年内返済予定の長期借入金 3,088,000 2,796,000
未払金 96,729 209,246
未払法人税等 878 876
未払消費税等 － 142,898
前受金 202,993 202,992
その他 4,577 2,045
流動負債合計 5,244,446 4,544,914

固定負債
長期借入金 9,192,000 11,804,000
預り敷金及び保証金 33,349 33,349
信託預り敷金及び保証金 1,267,943 1,410,853
固定負債合計 10,493,292 13,248,202

負債合計 15,737,739 17,793,116
純資産の部

投資主資本
出資総額 22,585,746 22,585,746
剰余金

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 647,952 870,452
剰余金合計 647,952 870,452

投資主資本合計 23,233,698 23,456,198
純資産合計 ※1  23,233,698 ※1 23,456,198

負債純資産合計 38,971,437 41,249,315

(単位：千円)
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貸借対照表

前　期（ご参考）
（2021年8月31日）

当　期
（2022年2月28日）

資産の部
流動資産

現金及び預金 973,089 1,219,048
信託現金及び信託預金 1,904,372 2,080,797
営業未収入金 28,275 19,412
前払費用 33,683 41,776
未収消費税等 19,212 －
その他 694 6,124
流動資産合計 2,959,327 3,367,159

固定資産
有形固定資産

建物 308,882 308,882
減価償却累計額 △1,175 △4,701
建物（純額） 307,707 304,181

構築物 1,814 1,814
減価償却累計額 △11 △45
構築物（純額） 1,802 1,768

機械及び装置 10,659 10,659
減価償却累計額 △67 △270
機械及び装置（純額） 10,592 10,389

工具、器具及び備品 109,618 109,618
減価償却累計額 △86,980 △91,467
工具、器具及び備品（純額） 22,637 18,151

土地 229,752 229,752
信託建物 9,895,194 9,196,322

減価償却累計額 △784,826 △839,067
信託建物（純額） 9,110,368 8,357,255

信託構築物 74,366 65,930
減価償却累計額 △7,573 △7,812
信託構築物（純額） 66,793 58,118

信託工具、器具及び備品 30,755 32,597
減価償却累計額 △8,511 △11,200
信託工具、器具及び備品（純額） 22,243 21,396

信託土地 26,138,580 28,745,430
信託建設仮勘定 2,006 －
有形固定資産合計 35,912,484 37,746,444

投資その他の資産
長期前払費用 36,432 54,098
繰延税金資産 13 13
差入敷金及び保証金 22,600 22,600
その他 40,579 58,999
投資その他の資産合計 99,625 135,711

固定資産合計 36,012,109 37,882,156
資産合計 38,971,437 41,249,315

(単位：千円)
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投資主資本等変動計算書

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰余金

投資主資本合計当期未処分利益
又は当期未処理
損失（△）

剰余金合計

当期首残高 22,585,746 650,410 650,410 23,236,156 23,236,156

当期変動額

剰余金の配当 △650,317 △650,317 △650,317 △650,317

当期純利益 647,859 647,859 647,859 647,859

当期変動額合計 － △2,457 △2,457 △2,457 △2,457

当期末残高 ※1 22,585,746 647,952 647,952 23,233,698 23,233,698

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰余金

投資主資本合計当期未処分利益
又は当期未処理
損失（△）

剰余金合計

当期首残高 22,585,746 647,952 647,952 23,233,698 23,233,698

当期変動額

剰余金の配当 △647,860 △647,860 △647,860 △647,860

当期純利益 870,360 870,360 870,360 870,360

当期変動額合計 － 222,500 222,500 222,500 222,500

当期末残高 ※1 22,585,746 870,452 870,452 23,456,198 23,456,198

前期（ご参考）（自　2021年3月1日　　至　2021年8月31日）
(単位：千円)

当期（自　2021年9月1日　　至　2022年2月28日）
(単位：千円)
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損益計算書

前　期（ご参考）
自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

当　期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

営業収益

賃貸事業収入 ※1 1,193,065 ※1 1,289,778

その他賃貸事業収入 ※1 112,400 ※1 102,432

不動産等売却益 － ※2 219,655

営業収益合計 1,305,465 1,611,865

営業費用

賃貸事業費用 ※1  481,704 ※1 490,977

資産運用報酬 76,297 113,258

資産保管手数料 876 1,056

一般事務委託手数料 10,074 11,437

役員報酬 2,400 2,400

その他営業費用 32,768 45,834

営業費用合計 604,122 664,965

営業利益 701,343 946,900

営業外収益

受取利息 13 14

固定資産税等精算金 129 －

還付加算金 11 65

未払分配金戻入 － 56

営業外収益合計 154 136

営業外費用

支払利息 41,498 42,791

融資関連費用 11,258 33,006

営業外費用合計 52,757 75,797

経常利益 648,740 871,239

税引前当期純利益 648,740 871,239

法人税、住民税及び事業税 880 878

法人税等調整額 0 0

法人税等合計 881 879

当期純利益 647,859 870,360

前期繰越利益 92 92

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 647,952 870,452

(単位：千円)
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継続企業の前提に関する注記、重要な会計方針に係る事項に関する注記

項　目
前　期（ご参考）

自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

当　期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

(2) 固定資産税等の処理方法
　保有する不動産又は不動産を信託財
産とする信託受益権に係る固定資産
税、都市計画税及び償却資産税等につ
いては、賦課決定された税額のうち当
期に対応する額を賃貸事業費用として
費用処理する方法を採用しています。
　なお、不動産又は不動産を信託財産
とする信託受益権の取得に伴い、本投
資法人が負担した初年度の固定資産税
等相当額については、費用に計上せず
当該不動産等の取得原価に算入してい
ます。当期において、不動産等の取得
原価に算入した固定資産税等相当額は
5,883千円です。

3. ヘッジ会計の
方法

(1) ヘッジ会計の方法
　金利スワップについて特例処理の要
件を満たしているため、特例処理を採
用しています。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段　金利スワップ取引
　ヘッジ対象　借入金金利

(3) ヘッジ方針
　本投資法人は、リスク管理方針に基
づき投資法人規約に規定するリスクを
ヘッジする目的でデリバティブ取引を
行っています。

(4) ヘッジ有効性の評価の方法
　金利スワップは特例処理の要件を満
たしているため、有効性の評価は省略
しています。

(1) ヘッジ会計の方法
　金利スワップについて特例処理の要
件を満たしているため、特例処理を採
用しています。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段　金利スワップ取引
　ヘッジ対象　借入金金利

(3) ヘッジ方針
　本投資法人は、リスク管理方針に基
づき投資法人規約に規定するリスクを
ヘッジする目的でデリバティブ取引を
行っています。

(4) ヘッジ有効性の評価の方法
　金利スワップは特例処理の要件を満
たしているため、有効性の評価は省略
しています。
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継続企業の前提に関する注記、重要な会計方針に係る事項に関する注記

前　期（ご参考）
自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

当　期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

　該当事項はありません。 　該当事項はありません。

［継続企業の前提に関する注記］

項　目
前　期（ご参考）

自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

当　期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

1. 固定資産の減
価償却の方法

建物 3～63年
構築物 10～51年
機械及び装置 27年
工具、器具及び備品 2～13年

(1) 有形固定資産(信託財産を含みます。)
　定額法を採用しています。なお、主
たる有形固定資産の耐用年数は以下の
とおりです。

(2) 長期前払費用
　定額法を採用しています。

建物 3～63年
構築物 10～51年
機械及び装置 27年
工具、器具及び備品 2～13年

(1) 有形固定資産(信託財産を含みます。)
　定額法を採用しています。なお、主
たる有形固定資産の耐用年数は以下の
とおりです。

(2) 長期前払費用
　定額法を採用しています。

2. 収益及び費用
の計上基準

固定資産税等の処理方法
　保有する不動産又は不動産を信託財産
とする信託受益権に係る固定資産税、都
市計画税及び償却資産税等については、
賦課決定された税額のうち当期に対応す
る額を賃貸事業費用として費用処理する
方法を採用しています。
　なお、不動産又は不動産を信託財産と
する信託受益権の取得に伴い、本投資法
人が負担した初年度の固定資産税等相当
額については、費用に計上せず当該不動
産等の取得原価に算入しています。当期
において、不動産等の取得原価に算入し
た固定資産税等相当額は3,168千円です。

(1) 収益に関する計上基準
　本投資法人の顧客との契約から生じ
る収益に関する主な履行義務の内容及
び当該履行義務を充足する通常の時点
（収益を認識する通常の時点）は以下
のとおりです。
①　不動産等の売却

　不動産等の売却については、不動
産売却に係る契約に定められた引渡
義務を履行することにより、顧客で
ある買主が当該不動産等の支配を獲
得した時点で収益計上を行っていま
す。

②　水道光熱費収入
　水道光熱費収入については、不動
産等の賃貸借契約及び付随する合意
内容に基づき、顧客である賃借人に
対する電気、水道等の供給に応じて
収益計上を行っています。
　水道光熱費収入のうち、本投資法
人が代理人に該当すると判断したも
のについては、他の当事者が供給す
る電気、ガス等の料金として収受す
る額から当該他の当事者に支払う額
を控除した純額を収益として認識し
ています。

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］
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会計方針の変更に関する注記、貸借対照表に関する注記

項　目
前　期（ご参考）

自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

当　期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

1. 収益認識に関
する会計基準
等の適用

－

「収益認識に関する会計基準」(企業会計
基準第29号 2020年3月31日。以下「収
益認識会計基準」といいます。)等を当計
算期間の期首から適用し、約束した財又
はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取
ると見込まれる金額で収益を認識するこ
ととしました。これによる当計算期間の
計算書類に与える影響は軽微です。

2. 時価の算定に
関する会計基
準等の適用

－

「時価の算定に関する会計基準」（企業
会計基準第30号 2019年7月4日。以下
「時価算定会計基準」といいます。）等
を当計算期間の期首から適用し、時価算
定会計基準第19項及び「金融商品に関す
る 会計基準 」 （ 企業会計基準第10号 
2019年7月4日）第44-2項に定める経過
的な取扱いに従って、時価算定会計基準
等が定める新たな会計方針を、将来にわ
たって適用することとしました。これに
よる当計算期間の計算書類に与える影響
は軽微です。

［会計方針の変更に関する注記］

前　期（ご参考）
（2021年8月31日）

当　期
（2022年2月28日）

※1. 投資信託及び投資法人に関する法律第67条第
4項に定める最低純資産額

※1. 投資信託及び投資法人に関する法律第67条第
4項に定める最低純資産額

50,000千円 50,000千円

［貸借対照表に関する注記］
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継続企業の前提に関する注記、重要な会計方針に係る事項に関する注記

項　目
前　期（ご参考）

自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

当　期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

4. その他計算書
類作成のため
の基本となる
重要な事項

(1) 不動産等を信託財産とする信託受益
権に関する会計処理方法

　保有する不動産等を信託財産とする
信託受益権については、信託財産内の
全ての資産及び負債勘定並びに信託財
産に生じた全ての収益及び費用勘定に
ついて、貸借対照表及び損益計算書の
該当勘定科目に計上しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託
財産のうち重要性がある下記の科目に
ついては、貸借対照表において区分掲
記しています。
① 信託現金及び信託預金
② 信託建物、信託構築物、信託工

具、器具及び備品、信託土地、信
託建設仮勘定

③ 信託預り敷金及び保証金
(2) 消費税等の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理
は、税抜方式によっています。なお、
資産の取得に係る控除対象外消費税等
は、各資産の取得原価に算入していま
す。

(1) 不動産等を信託財産とする信託受益
権に関する会計処理方法

　保有する不動産等を信託財産とする
信託受益権については、信託財産内の
全ての資産及び負債勘定並びに信託財
産に生じた全ての収益及び費用勘定に
ついて、貸借対照表及び損益計算書の
該当勘定科目に計上しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託
財産のうち重要性がある下記の科目に
ついては、貸借対照表において区分掲
記しています。
① 信託現金及び信託預金
② 信託建物、信託構築物、信託工

具、器具及び備品、信託土地、信
託建設仮勘定

③ 信託預り敷金及び保証金
(2) 控除対象外消費税等の処理方法

　資産の取得に係る控除対象外消費税
等は、各資産の取得原価に算入してい
ます。
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投資主資本等変動計算書に関する注記、税効果会計に関する注記、リースにより使用する固定資産に関する注記

前　期（ご参考）
自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

当　期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

※1. 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総
口数

※1. 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総
口数

発行可能投資口総口数 5,000,000口 発行可能投資口総口数 5,000,000口
発行済投資口の総口数 223,400口 発行済投資口の総口数 223,400口

［投資主資本等変動計算書に関する注記］

前　期（ご参考）
（2021年8月31日）

当　期
（2022年2月28日）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原
因別内訳

（単位：千円）

繰延税金資産
未払事業税損金不算入額 13

繰延税金資産合計 13
繰延税金資産の純額 13

　

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原
因別内訳

（単位：千円）

繰延税金資産
未払事業税損金不算入額 13

繰延税金資産合計 13
繰延税金資産の純額 13

　
2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との間に重要な差異があるときの、当該
差異の原因となった主要な項目別の内訳

（単位：％）

法定実効税率 31.46
(調整)
支払分配金の損金算入額 △ 31.42
その他 0.10
税効果会計適用後の法人税等
の負担率 0.14

　

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との間に重要な差異があるときの、当該
差異の原因となった主要な項目別の内訳

（単位：％）

法定実効税率 31.46
(調整)
支払分配金の損金算入額 △ 31.43
その他 0.07
税効果会計適用後の法人税等
の負担率 0.10

　

［税効果会計に関する注記］

前　期（ご参考）
自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

当　期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

該当事項はありません。 該当事項はありません。

［リースにより使用する固定資産に関する注記］
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損益計算書に関する注記

前　期（ご参考）
自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

当　期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

※1. 不動産賃貸事業
損益の内訳

（単位：千円）

A. 不動産賃貸事業
収益
賃貸事業収入

賃料収入 1,045,369
共益費収入 147,696 1,193,065

その他賃貸事業
収入

水道光熱費
収入 53,727

駐車場収入 31,990
その他賃貸
収入 26,681 112,400

不動産賃貸
事業収益合計 1,305,465

　

※1. 不動産賃貸事業
損益の内訳

（単位：千円）

A. 不動産賃貸事業
収益
賃貸事業収入

賃料収入 1,136,281
共益費収入 153,496 1,289,778

その他賃貸事業
収入

水道光熱費
収入 60,003

駐車場収入 31,976
その他賃貸
収入 10,452 102,432

不動産賃貸
事業収益合計 1,392,210

　
B. 不動産賃貸事業

費用
賃貸事業費用

公租公課 137,163
外注委託費 86,581
水道光熱費 48,625
修繕費 31,610
損害保険料 3,602
減価償却費 137,139
その他賃貸
事業費用 36,982 481,704

不動産賃貸
事業費用合計 481,704

　

B. 不動産賃貸事業
費用
賃貸事業費用

公租公課 137,819
外注委託費 91,259
水道光熱費 56,329
修繕費 28,881
損害保険料 3,485
減価償却費 142,326
その他賃貸
事業費用 30,875 490,977

不動産賃貸
事業費用合計 490,977

　
C. 不動産賃貸事業

損益（A－B） 823,760
　

C. 不動産賃貸事業
損益（A－B） 901,232

　

－

※2. 不動産等売却益
の内訳

（単位：千円）

ルネッサンス21
千早（準共有持
分50％）

不動産等売却
収入 1,640,000

不動産等売却
原価 1,365,978

その他売却費用 54,366
不動産等売却益 219,655

［損益計算書に関する注記］
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金融商品に関する注記、賃貸等不動産に関する注記

ヘッジ会計の
方法 デリバティブ取引の種類等 主な

ヘッジ対象
契約額等（※1）

時　価
うち1年超

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
（変動受取・固定支払） 長期借入金 630,000 630,000 （※2）

区　分 貸借対照表計上額
預り敷金及び保証金 33,349

信託預り敷金及び保証金 1,267,943

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

現金及び預金 973,089 － － － － －
信託現金及び
信託預金 1,904,372 － － － － －

合　計 2,877,461 － － － － －

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

短期借入金 1,770,000 － － － － －
長期借入金 3,088,000 2,796,000 3,426,000 1,920,000 1,050,000 －

合　計 4,858,000 2,796,000 3,426,000 1,920,000 1,050,000 －

(注1) 金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

資産
(1) 現金及び預金、(2) 信託現金及び信託預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
負債
(1) 短期借入金

　短期間で決済され、かつ、変動金利であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
(2) １年内返済予定の長期借入金、(3) 長期借入金

　長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似していると考えられることから、当該帳簿価額
によっています。但し、金利スワップの特例処理の対象とされた変動金利による長期借入金（後記「デリバティブ取引」をご参照ください。）及び固
定金利による長期借入金の時価については、その将来キャッシュ・フローを返済期限までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値
により算定しています。

デリバティブ取引
(1) ヘッジ会計が適用されていないもの
　該当事項はありません。

(2) ヘッジ会計が適用されているもの
　ヘッジ会計の方法ごとの当期末日現在における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下のとおりです。

(単位：千円)

(※1) 契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。
(※2) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価

に含めて記載しています（前記［金融商品に関する注記］2．金融商品の時価等に関する事項（注1）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取
引に関する事項　負債 (３) 長期借入金をご参照ください。）。

(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円)

(注) 預り敷金及び保証金並びに信託預り敷金及び保証金については、市場価格がなく、かつ、賃貸借契約の期間の定めがあっても中途解約や更新・再契約の
可能性があり、実質的な預託期間を算定することができないことから、合理的な将来キャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるた
め、時価開示の対象とはしていません。

(注3) 金銭債権の決算日後の償還予定額
(単位：千円)

(注4) 借入金の決算日後の返済予定額
(単位：千円)
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金融商品に関する注記、賃貸等不動産に関する注記

貸借対照表計上額
（千円）

時　価
（千円）

差　額
（千円）

(1) 現金及び預金 973,089 973,089 －
(2) 信託現金及び信託預金 1,904,372 1,904,372 －

資産計 2,877,461 2,877,461 －
(1) 短期借入金 1,770,000 1,770,000 －
(2) １年内返済予定の長期借入金 3,088,000 3,088,000 －
(3) 長期借入金 9,192,000 9,200,751 8,751

負債計 14,050,000 14,058,751 8,751
デリバティブ取引 － － －

［金融商品に関する注記］
前期（ご参考）（自　2021年3月1日　　至　2021年8月31日）
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針
　本投資法人は、資産の取得又は債務の返済等にあたって、投資口の発行、金融機関からの借入れ又は投資法人
債の発行等による資金調達を行います。資金調達の機動性と財務安定性のバランスに配慮した資金調達を行いま
す。
　余資運用については、有価証券及び金銭債権を投資対象としていますが、安全性を考慮して、原則として預金
にて運用を行います。
　デリバティブ取引については、金利変動等のリスクを回避するために限定して利用することがありますが、投
機的な取引は行いません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　預金は、本投資法人の余資を運用するものであり、預入先金融機関の破綻等の信用リスクに晒されています
が、預入期間を短期に限定し、信用格付の高い預入先金融機関と取引することで、信用リスクを限定していま
す。
　借入金は、主に不動産等の取得及び債務の返済等を目的としたものであり、返済期限において代替資金が調達
できない流動性リスクに晒されていますが、資金調達手段の多様化、返済期限や借入先の分散化、手許流動性の
確保によって流動性リスクの軽減を図るとともに、月次で資金繰計画を作成するなどの方法により流動性リスク
を管理しています。また、借入金のうち変動金利によるものは、支払金利の上昇リスクに晒されていますが、総
資産有利子負債比率を低位に保ち、変動金利比率と固定金利比率のバランスを取ることで、市場金利の上昇が本
投資法人の運営に与える影響を限定的にしています。
　デリバティブ取引は、借入金の一部に対して、支払金利の変動リスクをヘッジする目的で利用しています。な
お、ヘッジ会計の方法とヘッジ対象、契約額等については、「2. 金融商品の時価等に関する事項」をご参照くだ
さい。
　預り敷金及び保証金はテナントからの預り金であり、退去による流動性リスクに晒されていますが、原則とし
て返還に支障がない範囲の金額を留保することによりリスクを限定しています。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま
れています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することによ
り、当該価額が変動することがあります。また、「2. 金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取
引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありませ
ん。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　2021年8月31日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。な
お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（下記（注2）をご参照
ください）。
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金融商品に関する注記、賃貸等不動産に関する注記

ヘッジ会計の
方法 デリバティブ取引の種類等 主な

ヘッジ対象
契約額等（※1）

時　価
うち1年超

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
（変動受取・固定支払） 長期借入金 630,000 630,000 （※2）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

長期借入金 2,796,000 3,426,000 2,902,000 3,456,000 2,020,000 －

(2) ヘッジ会計が適用されているもの
　ヘッジ会計の方法ごとの当期末日現在における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下のとおりです。

(単位：千円)

(※1) 契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。
(※2) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価

に含めて記載しています（前記［金融商品に関する注記］2．金融商品の時価等に関する事項（注1）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取
引に関する事項　負債 (2) 長期借入金をご参照ください。）。

(注2) 長期借入金の決算日後の返済予定額
(単位：千円)

貸借対照表計上額
当期末の時価

当期首残高 当期増減額 当期末残高
34,515,588 1,394,889 35,910,478 45,887,000

貸借対照表計上額
当期末の時価

当期首残高 当期増減額 当期末残高
35,910,478 1,835,966 37,746,444 48,348,000

［賃貸等不動産に関する注記］
前期（ご参考）（自　2021年3月1日　　至　2021年8月31日）
　本投資法人では、賃貸収益を得ることを目的として、オフィスビル、商業施設及びホテル等を所有していま
す。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、以下のとおりです。

(単位：千円)

(注1) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
(注2) 当期増減額のうち、主な増加額は不動産等2物件の取得（1,229,746千円）及び資本的支出（302,282千円）によるものであり、主な減少額は減価償

却費（137,139千円）によるものです。
(注3) 当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。なお、価格時点は、2021年8月31日です。
(注4) 貸借対照表計上額には、信託建設仮勘定の金額は含めていません。

　なお、賃貸等不動産に関する2021年8月期（第7期）における損益は、前記［損益計算書に関する注記］に記
載のとおりです。

当期（自　2021年9月1日　　至　2022年2月28日）
　本投資法人では、賃貸収益を得ることを目的として、オフィスビル、商業施設及びホテル等を所有していま
す。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、以下のとおりです。

(単位：千円)

(注1) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
(注2) 当期増減額のうち、主な増加額は不動産信託受益権1物件の取得（3,289,783千円）及び資本的支出（54,488千円）によるものであり、主な減少額は

不動産信託受益権1物件の譲渡（1,365,978千円）及び減価償却費（142,326千円）によるものです。
(注3) 当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。なお、価格時点は、2022年2月28日です。また、2022年１月27日付で

譲渡契約を締結した「ルネッサンス21千早（期末準共有持分50％）」に関しては譲渡価格としています。
(注4) 貸借対照表計上額には、信託建設仮勘定の金額は含めていません。

　なお、賃貸等不動産に関する2022年2月期（第8期）における損益は、前記［損益計算書に関する注記］に記
載のとおりです。
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金融商品に関する注記、賃貸等不動産に関する注記

貸借対照表計上額
（千円）

時　価
（千円）

差　額
（千円）

(1) １年内返済予定の長期借入金 2,796,000 2,796,000 －
(2) 長期借入金 11,804,000 11,807,985 3,985

負債計 14,600,000 14,603,985 3,985
デリバティブ取引 － － －

当期（自　2021年9月1日　　至　2022年2月28日）
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針
　本投資法人は、資産の取得又は債務の返済等にあたって、投資口の発行、金融機関からの借入れ又は投資法人
債の発行等による資金調達を行います。資金調達の機動性と財務安定性のバランスに配慮した資金調達を行いま
す。
　余資運用については、有価証券及び金銭債権を投資対象としていますが、安全性を考慮して、原則として預金
にて運用を行います。
　デリバティブ取引については、金利変動等のリスクを回避するために限定して利用することがありますが、投
機的な取引は行いません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金は、主に不動産等の取得及び債務の返済等を目的としたものであり、返済期限において代替資金が調達
できない流動性リスクに晒されていますが、資金調達手段の多様化、返済期限や借入先の分散化、手許流動性の
確保によって流動性リスクの軽減を図るとともに、月次で資金繰計画を作成するなどの方法により流動性リスク
を管理しています。また、借入金のうち変動金利によるものは、支払金利の上昇リスクに晒されていますが、総
資産有利子負債比率を低位に保ち、変動金利比率と固定金利比率のバランスを取ることで、市場金利の上昇が本
投資法人の運営に与える影響を限定的にしています。
　デリバティブ取引は、借入金の一部に対して、支払金利の変動リスクをヘッジする目的で利用しています。な
お、ヘッジ会計の方法とヘッジ対象、契約額等については、「2. 金融商品の時価等に関する事項」をご参照くだ
さい。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、当
該価額が変動することがあります。また、「2. 金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関
する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　2022年2月28日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。な
お、「現金及び預金」、「信託現金及び信託預金」、「短期借入金」は現金及び短期間で決済されるため時価が
帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しています。また、「預り敷金及び保証金」及び「信託預
り敷金及び保証金」は重要性が乏しいため、注記を省略しています。

(注1) 金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

負債
(1) １年内返済予定の長期借入金、(2) 長期借入金

　長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似していると考えられることから、当該帳簿価額
によっています。但し、金利スワップの特例処理の対象とされた変動金利による長期借入金（後記「デリバティブ取引」をご参照ください。）及び固
定金利による長期借入金の時価については、その将来キャッシュ・フローを返済期限までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値
により算定しています。

デリバティブ取引
(1) ヘッジ会計が適用されていないもの
　該当事項はありません。
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1口当たり情報に関する注記、重要な後発事象に関する注記

前　期（ご参考）
自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

当　期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

1口当たり純資産額 104,000円 1口当たり純資産額 104,996円
1口当たり当期純利益 2,899円 1口当たり当期純利益 3,895円

前　期（ご参考）
自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

当　期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

当期純利益（千円） 647,859 870,360
普通投資主に帰属しない金額（千円） － －
普通投資口に係る当期純利益（千円） 647,859 870,360
期中平均投資口数（口） 223,400 223,400

［1口当たり情報に関する注記］

(注1) 1口当たり当期純利益は、当期純利益を日数による加重平均投資口数で除することにより算定しています。なお、潜在投資口調整後1口当たり当期純利
益については、潜在投資口がないため記載していません。

(注2) 1口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前　期（ご参考）
自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

当　期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

該当事項はありません。

発行新投資口数 25,000口
発行価格 1口当たり113,024円
発行価格の総額 2,825,600,000円
発行価額 1口当たり108,734円
発行価額の総額 2,718,350,000円
払込期日 2022年3月1日
分配金起算日 2022年3月1日

発行新投資口数 1,250口
発行価額 1口当たり108,734円
発行価額の総額 135,917,500円
払込期日 2022年3月28日
分配金起算日 2022年3月1日
割当先 SMBC日興証券株式会社

新投資口の発行
　本投資法人は、2022年2月10日開催の役員会に
おいて、2022年3月2日に取得した資産の取得資金
等の一部に充当することを目的として、以下のとお
り新投資口の発行を決議しました。公募による新投
資口発行については2022年3月1日に、第三者割当
による新投資口発行については2022年3月28日に
それぞれ払込が完了しています。この結果、2022
年3月28日現在、出資総額は25,440,013,500円、
発行済投資口の総口数は249,650口となっていま
す。

（公募による新投資口発行）

（第三者割当による新投資口発行）

　

［重要な後発事象に関する注記］
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資産の運用の制限に関する注記、関連当事者との取引に関する注記

前　期（ご参考）
自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

当　期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

該当事項はありません。 該当事項はありません。

［資産の運用の制限に関する注記］

属　性 会社等の名称
又は氏名

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所有）

割合（％）
取引の内容

取引金額
（千円）

(注2)
科　目

期末残高
（千円）

(注2)
資産運
用会社
の利害
関係人
等

株式会社
ザイマックス

総合不動産
サービス業 5.59 不動産の購入 540,000 － －

資産運
用会社
の利害
関係人
等

株式会社
ザイマックス
アルファ

不動産
管理業 － 建物管理委託

報酬等 64,206 営業未払金 12,455

属　性 会社等の名称
又は氏名

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所有）

割合（％）
取引の内容

取引金額
（千円）

(注2)
科　目

期末残高
（千円）

(注2)
資産運
用会社
の利害
関係人
等

株式会社
ザイマックス

総合不動産
サービス業 5.59 建物管理委託

報酬等 68,444 営業未払金 12,341

資産運
用会社
の利害
関係人
等

株式会社
ザイマックス
トラスト

不動産業 － 売却に伴う
媒介報酬 49,230 未払金 54,153

［関連当事者との取引に関する注記］
前期（ご参考）（自　2021年3月1日　　至　2021年8月31日）

(注1) 開示対象となる関連当事者との取引のうち、重要な取引を含む関連当事者との取引を開示しています。
(注2) 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
(注3) 取引条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。

当期（自　2021年9月1日　　至　2022年2月28日）

(注1) 開示対象となる関連当事者との取引のうち、重要な取引を含む関連当事者との取引を開示しています。
(注2) 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
(注3) 取引条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。
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金銭の分配に係る計算書

区　分
前　期（ご参考）

自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

当　期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

Ⅰ 当期未処分利益 647,952,287円 870,452,631円
Ⅱ 分配金の額 647,860,000円 870,366,400円

(投資口1口当たり分配金の額) （2,900円） （3,896円）
Ⅲ 次期繰越利益 92,287円 86,231円
分配金の額の算出方法 　本投資法人の規約第35条第１

項に定める金銭の分配の方針に
従い、分配金の額は利益金額を
限度とし、租税特別措置法第67
条の15に規定されている本投資
法人の配当可能利益の金額の
100分の90に相当する金額を超
えるものとしております。かか
る方針により、当期未処分利益
を超えない額で発行済投資口の
総口数223,400口の整数倍の最
大値となる647,860,000円を利
益分配金として分配することと
しました。
　なお、本投資法人の規約第35
条第２項に定める利益を超えた
金銭の分配は行いません。

　本投資法人の規約第35条第１
項に定める金銭の分配の方針に
従い、分配金の額は利益金額を
限度とし、租税特別措置法第67
条の15に規定されている本投資
法人の配当可能利益の金額の
100分の90に相当する金額を超
えるものとしております。かか
る方針により、当期未処分利益
を超えない額で発行済投資口の
総口数223,400口の整数倍の最
大値となる870,366,400円を利
益分配金として分配することと
しました。
　なお、本投資法人の規約第35
条第２項に定める利益を超えた
金銭の分配は行いません。
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収益認識に関する注記

（単位：千円）
顧客との契約から生じる収益（注1） 外部顧客への売上高

不動産等の売却 1,640,000 （注2）　219,655
水道光熱費収入 60,003 60,003
その他 － 1,332,206
合計 1,700,003 1,611,865

（単位：千円）
当　期

自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 16,716
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 16,483
契約資産（期首残高） －
契約資産（期末残高） －
契約負債（期首残高） －
契約負債（期末残高） －

［収益認識に関する注記］
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当期（自　2021年9月1日　　至　2022年2月28日）

(注1) 企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の対象となる賃貸借事業収入等は収益認識会計基準の適用外となるため、「顧客との契約から生
じる収益」には含めておりません。なお、主な顧客との契約から生じる収益は不動産等売却収入及び水道光熱費収入です。

(注2) 不動産等の売却については、投資法人の計算に関する規則（平成18年内閣府令第47号）第48条第2項に基づき、損益計算書において不動産等売却損
益として計上するため、不動産等売却収入より不動産等売却原価及びその他売却費用を控除した額を記載しています。

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
［重要な会計方針に係る事項に関する注記］に記載のとおりです。

3. 当該営業期間及び翌営業期間以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
　2022年2月28日現在、不動産等の売却にかかる残存履行義務に配分した取引価格の総額は2022年1月27日に
売却契約を締結した不動産等にかかる1,640,000千円です。本投資法人は、当該残存履行義務について、2022
年3月31日に予定している当該不動産等の引渡しに伴い、収益を認識することを見込んでいます。
　また、水道光熱費収入については、期末までに履行が完了した部分に対する、顧客である賃借人にとっての価
値に直接対応する対価の額を顧客から受け取る権利を有していることから、収益認識に関する会計基準の適用指
針第19項に従って、請求する権利を有している金額で収益を認識しています。従って、収益認識に関する会計
基準第80-22項（2）の定めを適用し、残存履行義務に配分した取引価格の注記には含めていません。
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独立監査人の監査報告書
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独立監査人の監査報告書
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重要な会計方針に係る事項に関する注記（参考情報）、キャッシュ・フロー計算書に関する注記（参考情報）

項　目
前　期（ご参考）

自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

当　期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

キャッシュ・フロー計算書に
おける資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金（現金及び現金同等物）
は、手許現金及び信託現金、随時
引出し可能な預金及び信託預金並
びに容易に換金可能であり、か
つ、価値の変動について僅少なリ
スクしか負わない取得日から３か
月以内に償還期限の到来する短期
投資からなっています。

キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金（現金及び現金同等物）
は、手許現金及び信託現金、随時
引出し可能な預金及び信託預金並
びに容易に換金可能であり、か
つ、価値の変動について僅少なリ
スクしか負わない取得日から３か
月以内に償還期限の到来する短期
投資からなっています。

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］（参考情報）

前　期（ご参考）
自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

当　期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

※1. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

（2021年8月31日現在）
現金及び預金 973,089千円
信託現金及び信託預金 1,904,372千円
現金及び現金同等物 2,877,461千円

　

※1. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

（2022年2月28日現在）
現金及び預金 1,219,048千円
信託現金及び信託預金 2,080,797千円
現金及び現金同等物 3,299,845千円

　

［キャッシュ・フロー計算書に関する注記］（参考情報）
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キャッシュ・フロー計算書（参考情報）

前　期（ご参考）
自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

当　期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益 648,740 871,239
減価償却費 137,139 142,326
受取利息 △13 △14
未払配当金戻入 － △56
支払利息 41,498 42,791
営業未収入金の増減額（△は増加） △10,538 8,862
未収消費税等の増減額（△は増加） △19,212 19,212
前払費用の増減額（△は増加） 3,359 △8,092
営業未払金の増減額（△は減少） 18,376 △10,736
未払金の増減額（△は減少） 2,369 112,517
未払消費税等の増減額（△は減少） △7,973 142,898
前受金の増減額（△は減少） 36,779 △0
長期前払費用の増減額（△は増加） 10,011 △17,666
信託有形固定資産の売却による減少額 － 1,365,978
その他 △34,694 △42,503
小計 825,842 2,626,756
利息の受取額 13 14
利息の支払額 △41,934 △42,756
法人税等の支払額 △893 △880
営業活動によるキャッシュ・フロー 783,028 2,583,133

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △551,109 －
信託有形固定資産の取得による支出 △910,900 △3,306,159
預り敷金及び保証金の受入による収入 33,349 －
信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △55,704 △31,495
信託預り敷金及び保証金の受入による収入 91,182 174,404
投資活動によるキャッシュ・フロー △1,393,183 △3,163,249

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入れによる収入 1,270,000 1,100,000
短期借入金の返済による支出 － △1,770,000
長期借入れによる収入 － 5,408,000
長期借入金の返済による支出 － △3,088,000
分配金の支払額 △650,222 △647,499
財務活動によるキャッシュ・フロー 619,777 1,002,500

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,622 422,384
現金及び現金同等物の期首残高 2,867,839 2,877,461
現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,877,461 ※1 3,299,845

(単位：千円)

(注) キャッシュ・フロー計算書は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づき作成し、参考情報として
添付しています。このキャッシュ・フロー計算書は、投信法第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象ではないため、会計監査人の監査は受けてい
ません。
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3,141

4,376 4,302
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第7期末時点 2022年1月31日付借入 2022年3月2日付借入

投資主の構成（2022年2月末日時点）

レンダーシェア

2月期決算月

2月 6月 10月4月 8月 12月3月 7月 11月5月 9月 1月

8月期分配金支払い開始
8月期資産運用報告発送2月期決算発表 8月期決算発表

2月期分配金支払い開始
2月期資産運用報告発送 8月期決算月

本投資法人 東証REIT指数

IPO発行価格：105,000円
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85,000

100,000

145,000

130,000

115,000

（単位：円）

2020年
4月1日 5月 6月 7月 2月 3月 4月8月 9月 10月 11月 12月

2021年
1月 5月 6月 7月 2月 3月8月 9月 10月 11月 12月

2022年
1月

2022年3月31日
終値 125,000円

PO発行価格
113,024円

※本投資法人の投資口価格は2020年4月1日を起点として記載し、東証REIT指数は2020年4月1日の始値を基準に指数化しています。

個人・その他
8,214人（96.1%）

合計
8,543人

合計

223,400口

証券会社
24人（0.3％）

外国法人等
110人（1.3％）

個人・その他
67,900口（30.4%）

金融機関
91,823口（41.1%）

外国法人等

その他国内法人

証券会社

34,146口（15.3%）

23,213口（10.4%）

6,318口（2.8%）
その他国内法人
162人（1.9％）

金融機関
33人（0.4％）

スポンサーと財務取引関係を有するメガバンク・地方銀行等を中心に、安定性を重視し、かつ資金調達の機動性を確保
する財務基盤を構築しています。

第7期末時点

参加金融機関数 13社

有利子負債残高 140.5億円

平均残存期間 1年9ヶ月

平均利率 0.581%

固定金利比率 81.0％

長期借入金比率 87.4％

2022年3月31日時点 増減数

16社 ＋3社

199.4億円 ＋58.9億円

2年10ヶ月 ＋1年1ヶ月

0.632％ ＋0.051pt

96.5％ ＋15.5pt

98.3％ ＋10.9pt

参加金融機関数
16社
借入金額
199.4億円

■みずほ銀行
■三井住友銀行
■三菱UFJ銀行
■りそな銀行
■あおぞら銀行
■西日本シティ銀行
■福岡銀行
■横浜銀行

 24.8%
18.3%
12.3%
7.5%
6.5%
5.0%
5.0%
4.0%

■広島銀行
■南都銀行
■新生銀行
■肥後銀行
■千葉銀行
■富国生命
■関西みらい銀行
■みずほ信託銀行

3.5%
3.0%
2.9%
2.5%
1.5%
1.5%
1.1%
0.5%

新規参加金融機関

所有者別投資主数

本投資法人の投資口価格の推移

所有者別投資口数

借入状況（2022年3月31日時点）

年間スケジュール

借入状況の推移

マチュリティラダー
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財務状況 投資主インフォメーション


